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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれていない。 

２．当社の連結財務諸表及び中間連結財務諸表は、米国で一般に公正妥当と認められている会計基準に準拠して

作成しているため、本表では「経常利益」に替え、「税引前利益」として、損益計算書上の「法人税等、少

数株主損益及び持分法投資損益調整前中間（当期）利益」を記載している。 

３．各年度の期末発行済普通株式数により計算している。 

４．各年度の平均発行済普通株式数により計算している。 

５．第135期中の期末臨時従業員数は従業員数の10％未満であるため記載を省略している。 

回次 第135期中 第136期中 第137期中 第135期 第136期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（注）１． （百万円） 567,671 683,976 809,709 1,196,418 1,434,788 

税引前利益（注）２． （百万円） 21,492 48,200 85,136 27,036 98,703 

中間（当期）純利益 （百万円） 9,410 26,023 59,796 26,963 59,010 

純資産額 （百万円） 405,479 447,521 552,442 425,507 477,144 

総資産額 （百万円） 1,300,740 1,390,125 1,532,978 1,348,645 1,449,068 

１株当たり純資産額

（注）３． 
（円） 408.57 451.46 556.56 428.73 481.27 

１株当たり中間（当期）

純利益（注）４． 
（円） 9.48 26.23 60.27 27.17 59.51 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
（円） 9.36 26.22 60.18 27.16 59.47 

自己資本比率 （％） 31.2 32.2 36.0 31.6 32.9 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） 69,651 54,110 58,726 117,290 121,369 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） △  14,690 △  14,092 △  19,311 △  40,931 △  37,731 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） △  33,981 △  47,756 △  52,241 △  78,971 △  57,835 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
（百万円） 95,963 64,647 85,076 71,406 97,510 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数)

（注）５． 

（人） 
30,668 

(－)

32,637 

(4,300)

33,913 

(6,794)

31,635 

(2,935)

33,008 

(5,015)



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれていない。 

２．第135期中の期末臨時従業員数は従業員数の10％未満であるため記載を省略している。 

回次 第135期中 第136期中 第137期中 第135期 第136期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 

至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（注）１． （百万円） 190,864 246,001 290,966 418,686 523,592 

経常利益 （百万円） 9,956 17,917 24,544 19,942 33,417 

中間（当期）純利益 （百万円） 5,266 8,441 14,148 10,588 17,042 

資本金 （百万円） 70,120 70,120 70,120 70,120 70,120 

発行済株式総数 （千株） 998,744 998,744 998,744 998,744 998,744 

純資産額 （百万円） 454,444 466,046 490,078 462,185 473,675 

総資産額 （百万円） 735,497 767,412 831,611 755,988 777,297 

１株当たり純資産額 （円） 457.90 470.15 493.73 465.51 477.50 

１株当たり中間（当期）

純利益 
（円） 5.31 8.51 14.26 10.50 16.91 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
（円） 5.29 8.48 14.17 10.46 16.84 

１株当たり中間（年間）

配当額 
（円） 3.00 5.00 8.00 7.00 11.00 

自己資本比率 （％） 61.8 60.7 58.9 61.1 60.9 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数)

（注）２． 

（人） 
5,756 

(－)

5,659 

(1,059)

5,884 

(2,164)

5,520 

(509)

5,666 

(1,418)



２【事業の内容】 

 当社の中間連結財務諸表は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24

号）第81条に基づき、米国で一般に公正妥当と認められている会計基準に準拠して作成しており、当該中間連結財務

諸表をもとに、関係会社について米国基準の定義に基づいて開示している。「第２ 事業の状況」及び「第３ 設備

の状況」においても同様である。 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、「建設・鉱山機械」、「産業機械・車両他」、「エレクトロニク

ス」の３部門にわたって、製品の研究開発、生産、販売、サービスに至る幅広い事業活動を国内並びに海外で展開し

ている。 

 当中間連結会計期間における、各部門に係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、概ね次のとおりであ

る。 

（建設・鉱山機械部門） 

 特に変更はない。 

［主要な会社の異動］ 

合併による連結除外：コマツ北北海道㈱（連結子会社） 

清算による連結除外：コマツ北北海道㈱（持分法適用会社） 

民事再生法申請による連結除外：コマツ三重㈱ 

新規連結：コマツアンダーキャリッジインドネシア㈱ 

（産業機械・車両他部門） 

 特に変更はない。 

［主要な会社の異動］ 

 特に異動はない。 

（エレクトロニクス部門） 

 特に変更はない。 

［主要な会社の異動］ 

 持分売却による連結除外：アドバンスト・シリコン・マテリアルズ㈲ 

ソーラー・グレード・シリコン㈲ 



３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の連結子会社となった。 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が連結除外となった。 

 コマツ北北海道㈱（連結子会社）は、平成17年４月にコマツ北海道㈱と合併した。 

 また当社は、平成17年９月にコマツ北北海道㈱（持分法適用会社）を清算した。 

 また当社の子会社であるコマツアメリカ㈱は、平成17年７月にアドバンスト・シリコン・マテリアルズ㈲の75％持

分を売却した。なお、コマツアメリカ㈱がアドバンスト・シリコン・マテリアルズ㈲を通じて所有していたソーラ

ー・グレード・シリコン㈲の30％持分についても、本件売却に伴い移転した。 

 またコマツ三重㈱は、平成17年７月に民事再生法を申請し、再生手続を開始した。 

 （注） １．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

２．議決権に対する所有割合欄の（ ）内は、間接所有割合で内数である。 

３．＊１：議決権に対する所有割合欄には、平成17年３月31日現在の内容を記載している。 

４．＊２：アドバンスト・シリコン・マテリアルズ㈲は米国デラウェア州法に基づくリミテッド・ライアビリ

ティー・カンパニーであり、同社への出資はコマツアメリカ㈱を通じて行っていた。平成17年３月31日現

在の、資本金に相当する同社の純資産額は57百万米ドルであった。 

５．＊３：ソーラー・グレード・シリコン㈲は米国デラウェア州法に基づくリミテッド・ライアビリティー・

カンパニーであり、同社への出資はアドバンスト・シリコン・マテリアルズ㈲を通じて行っていた。平成

17年３月31日現在の、資本金に相当する同社の純資産額は31百万米ドルであった。 

名称 住所 
資本金又
は出資金 

主要な事業の内容 
議決権に対する所
有割合（％） 

関係内容 

  千米ドル    

コマツアンダーキャリッ

ジインドネシア㈱ 

インドネシア 

ジャカルタ 
4,500 建設・鉱山機械 

(49.0) 

100.0 

当社建設機械部品の製造、

販売等をしている。 

名称 住所 
資本金又
は出資金 

主要な事業の内容 
議決権に対する所
有割合（％） 

関係内容 

  百万円     

コマツ北北海道㈱ 

（連結子会社） 

＊１ 

北海道 

札幌市 
300 建設・鉱山機械 100.0 

当社建設機械の販売、修理

及びサービス等をしてい

る。 

  百万円     

コマツ北北海道㈱ 

（持分法適用会社） 

＊１ 

北海道 

北見市 
100 建設・鉱山機械 40.0 

当社建設機械の販売、修理

及びサービス等をしてい

る。 

      

アドバンスト・シリコ

ン・マテリアルズ㈲ 

＊１，＊２ 

アメリカ 

ビュート 
－ エレクトロニクス 

(100.0) 

100.0 

半導体用の多結晶シリコ

ン、モノシランガスの製

造、販売をしている。 

      

ソーラー・グレード・シ

リコン㈲ 

＊１，＊３ 

アメリカ 

モーゼスレイク 
－ エレクトロニクス 

(30.0) 

30.0 

太陽電池用多結晶シリコン

の製造、販売等をしてい

る。 

  百万円     

コマツ三重㈱ 

＊１ 

三重県 

伊勢市 
48 建設・鉱山機械 25.0 

当社建設機械の販売、修理

及びサービス等をしてい

る。 



４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員である。また、臨時従業員数は、当中間連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載し

ている。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものである。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員である。また、臨時従業員数は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載してい

る。 

(3）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はない。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従   業   員   数   （人） 

建設・鉱山機械 24,360（4,947） 

産業機械・車両他 6,211（1,558） 

エレクトロニクス 2,878（ 241） 

全社（共通） 464（  48） 

合計 33,913（6,794） 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 5,884（2,164） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間の売上高は8,097億円（前年同期比18.4％増）、営業利益は796億円（前年同期比72.6％

増）、中間純利益は597億円（前年同期比129.8％増）となった。 

 （営業利益はセグメント利益の合計額であり、セグメント利益は日本の会計慣行に従い、売上高から売上原価、

販売費及び一般管理費を控除して算出している。） 

 セグメント別に見ると、次のとおりである。 

① 建設・鉱山機械事業セグメント 

 建設・鉱山機械事業セグメントでは、売上高は6,237億円（前年同期比21.3％増）、セグメント利益は647億円

（前年同期比80.4％増）となった。 

 日本では、建設投資が引き続き低い水準で推移したが、災害復旧工事の進捗などを背景に需要が増加し、売上

げは前年同期を上回った。中古車事業については、日本国内の在庫調整が進み中古車の発生量が減少する中、コ

マツクイック㈱を中心にグループ内における機械の集荷を強化し、中古車価格の向上に取り組んだ。また、レン

タル事業については、ITを活用した新しいビジネスモデルを展開し、グループレンタル各社の経営効率の改善を

進めた。 

 米州では、米国における好調な住宅投資を背景とする建設機械需要の伸びに加え、中南米を中心とする鉱山機

械の需要も増加し、売上げが拡大した。北米では、高水準の需要に対応するために、コマツアメリカ㈱が中心と

なり、人員の増強及び店舗の増設により代理店の強化を進めるなど、積極的な販売活動を展開し、売上げを拡大

した。中南米では、ブラジル、チリなどにおいて、超大型ダンプトラックを中心に売上げを伸長した。 

 欧州では、EU拡大に伴う市場の拡がりを受け、売上げが拡大した。継続的な需要増に対応するため、欧州域内

における商品の生産移管に着手した。英国コマツ㈱のホイール式油圧ショベルを同商品の主要市場であるドイツ

のコマツハノマーグ㈲に生産移管することにより、英国コマツ㈱をクローラー式油圧ショベルの専門工場とし、

生産の効率化に取り組んだ。 

 CISでは、エネルギー関連需要の増加に加え、ロシアを中心とした都市土木向け需要も伸長した。特に、都市

部での油圧ショベルの需要が好調であることから、現地代理店による拡販活動を積極的に支援し、売上げは前年

同期を上回った。 

 昨年需要が急激に縮小した中国では、当期に入り回復基調となった。従来の華東地区に集中していた市場が、

東北部、西部及び北部などに拡がり、また商品の多様化も進んだ。このような状況下、小松（中国）投資有限公

司が中心となり、KOMTRAX（ITを駆使した機械稼働管理システム）を活用して市場の変化に迅速に対応するとと

もに、商品系列を拡充し積極的な拡販活動を図った。また、新しい代理店管理システムを導入し、販売代理店の

体質強化に努めた。これらの結果、売上げは前年同期を上回った。 

 アジアでは、石油燃料高騰の一般経済に及ぼす影響が懸念されたが、インドネシアにおける石炭などの資源開

発が引き続き活況を呈したことから、鉱山機械を中心に売上げは拡大した。また、オセアニアでは、鉱山機械の

需要拡大を的確に捉え、売上げは前年同期を上回った。 

 中近東では、経済が堅調なトルコ及び原油価格の上昇などにより建設投資が旺盛な産油国で需要が拡大し、売

上げを大きく伸ばした。また、アフリカでは、域内最大市場である南アフリカ共和国における鉱山機械需要に加

え、他の国々におけるインフラ整備に向けた需要も伸び、売上げを拡大した。 

 なお、建設・鉱山機械事業全体の生産規模は、前年同期比19.5％増加し、約6,391億円（販売価格ベース、連

結ベース）であった。 

② 産業機械・車両他事業セグメント 

 産業機械・車両他事業セグメントでは、売上高は、1,781億円（前年同期比16.6％増）、セグメント利益は107

億円（前年同期比51.6％増）となった。 

 自動車メーカーの旺盛な設備投資を背景に、大型プレスのほか、コマツ産機㈱の中・小型プレス、コマツ工機

㈱の工作機械など、産業機械の売上げが大きく伸びた。大型プレスについては、中・小型プレスで培ったACサー

ボ技術を取り入れた新商品を他社に先駆け市場導入した。この大型ACサーボプレスは、高い加工精度と生産性に

加え、低騒音、省エネルギーなどが高い評価を得て、売上げを伸ばすとともに、受注も好調に推移した。 

 小松フォークリフト㈱は、国内外の需要拡大を捉え、主力のエンジン式フォークリフトLEO・NXT－V（レオ・

ネクスト－ブイ）シリーズの積極的な拡販に取り組んだ。また、販売価格の改善を進めた結果、売上げは前年同

期を上回った。 

 小松ゼノア㈱の農林業機器事業においては、始動性を高めた刈払機など特長ある商品の市場導入および拡販活

動を展開し、売上げを拡大した。 

 なお、産業機械・車両他事業全体の生産規模は、前年同期比26.3％増加し、約1,392億円（販売価格ベース、

連結ベース）であった。 



③ エレクトロニクス事業セグメント 

 エレクトロニクス事業セグメントでは、売上高は540億円（前年同期比1.4％増）、セグメント利益は55億円

（前年同期比0.7％減）であった。 

 平成17年７月末に、多結晶シリコンの製造・販売を行う米国子会社のアドバンスト・シリコン・マテリアルズ

㈲をノルウェーのリニューアブル・エナジー社に売却したことにより、エレクトロニクス部門全体の売上げは微

増に留まった。 

 半導体市場が在庫調整局面を脱し回復基調が続く中、シリコンウェーハ需要は堅調に推移した。コマツ電子金

属㈱グループでは、半導体の微細化に対応した高付加価値200ミリウェーハやディスクリートウェーハを日本及

び台湾で生産し、新興市場である中国を含め、主要市場で積極的に販売活動を展開した。また、今後の主力商品

となる300ミリウェーハについては、日本国内で月産７万５千枚体制を構築し、品質の作り込みと販売の拡大に

努めた。これらの結果、同社の連結売上高は、前年同期を上回った。 

 なお、エレクトロニクス事業全体の生産規模は、前年同期比2.6％増加し、約491億円（販売価格ベース、連結

ベース）であった。 

 所在地別セグメントの業績は、次のとおりである。 

① 日本 

 日本の売上高は5,028億円（前年同期比12.0％増）、セグメント利益は371億円（前年同期比46.0％増）となっ

た。建設・鉱山機械事業において、引き続き海外需要の拡大により、輸出売上げが大きく伸びたことに加え、国

内需要も増加した結果、売上げ・利益とも前年同期を上回った。また、産業機械・車両他事業は、産業機械、フ

ォークリフトを中心に業績を伸長した。 

② 米州 

 米州の売上高は2,337億円（前年同期比28.7％増）、セグメント利益は229億円（前年同期比93.2％増）となっ

た。建設・鉱山機械事業では、鉱山機械需要の拡大と北米における建設機械需要の伸びを背景に、売上げ・利益

とも前年同期を上回った。 

③ 欧州 

 欧州の売上高は1,180億円（前年同期比25.2％増）、セグメント利益は80億円（前年同期比78.4％増）となっ

た。建設・鉱山機械事業において、欧州全体の需要が堅調に推移し、売上げ・利益とも前年同期を上回った。 

④ その他の地域 

 その他の地域の売上高は1,406億円（前年同期比29.2％増）、セグメント利益は122億円（前年同期比57.3％

増）となった。建設・鉱山機械事業では、中国、東南アジア、オセアニア、中近東、アフリカのすべての地域

で、売上げが伸長し、前年同期を上回った。 

(2）キャッシュ・フロー 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、好調な営業活動の業績を反映して、前年同期に比べ46億円増加して、

587億円の収入となった。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、米国子会社のアドバンスト・シリコン・マテリアルズ㈲の持分売却によ

る収入があったが、増産のための生産設備投資を積極的に行ったことにより、193億円の支出となった。（前年同

期比52億円の支出増） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、引き続き有利子負債の返済を進めたことにより、522億円の支出となっ

た。（前年同期比44億円の支出増） 

 これらの結果、現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は、前連結会計年度末に比べ124億円減少し

て、850億円となった。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）の生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっても、そ

の容量、構造、形式等は必ずしも一様ではなく、また受注生産形態をとらない製品も多く、事業の種類別セグメント

ごとに生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしていない。 

 このため生産、受注及び販売の状況については、「１．業績等の概要」における各事業の種類別セグメント業績に

関連付けて示している。 

３【対処すべき課題】 

 当社グループを取り巻く経営環境については、原油価格の高騰や米国における住宅投資の過熱など、景気に対する

懸念要因があるが、建設・鉱山機械需要は、「グレーター・アジア（広い意味でのアジア圏）」や中南米、南アフリ

カなどを中心に、堅調に推移する見通しである。また、自動車メーカーによる設備投資が引き続き旺盛であることか

ら、産業機械についても需要拡大が見込まれる。 

 建設・鉱山機械部門では、平成18年１月から欧米で適用される第３次排ガス規制に対応し、最先端のエンジン技術

「ecot３（エコット・スリー）」を組み込んだ建設機械の市場導入を円滑に行っていく。また、性能面で圧倒的な特

長を備えた「ダントツ商品」の拡充に注力する。世界的な需要増に対しては、エンジン、油圧機器など主要コンポー

ネントの生産能力を向上していくとともに、新工場の建設により、鉱山などで使われる大型機械の生産能力を拡大す

る。さらに、世界の各市場の状況を、ITを活用して直接かつ迅速に把握することなどにより、生産・販売システムの

改革を進める。グレーター・アジアなどの新興市場においては、マーケティング及びプロダクトサポート体制を強化

し、当社のポジションをより一層高めていく。 

 産業機械・車両他部門においても、グループ各社が特長ある商品の市場導入に注力し、他社との差別化を図り、収

益を向上していく。今後とも高水準の受注が見込まれる大型プレスについては、新工場を建設し、生産能力を拡大す

る。 

 なお、前述の新工場を石川県金沢港と茨城県常陸那珂港の隣接地に設置することにより、陸上輸送にかかるコスト

を低減し、さらに地球温暖化の要因であるCO２の削減を図っていく。 

 エレクトロニクス部門では、日本および台湾においてシリコンウェーハの品質・コストを更に改善し、次世代主力

商品である300ミリウェーハの生産能力を着実に高め、業績の向上を図っていく。 

 当社は、グループ一丸となり、これらの取組みを加速し、売上高営業利益率10％以上を目指していく。 

 「企業価値とは、社会とすべてのステークホルダーからの信頼度の総和であり、この維持向上には、適切な情報開

示を行うことが基本である」と、当社は考えている。特に、社会からの信頼は重要であり、コンプライアンスを最優

先するとの方針に基づき、当社グループの経営責任者及び全社員が、法令に加え「コマツの行動基準」に則り、ビジ

ネスルールを順守するよう取り組んでいく。 

４【経営上の重要な契約等】 

 平成17年６月、当社の米国における連結子会社であるコマツアメリカ㈱は、ノルウェーのリニューアブル・エナジ

ー社の米国子会社であるソーラー・グレード・シリコン・ホールディングス社との間で、多結晶シリコン及びモノシ

ランガスを製造・販売しているアドバンスト・シリコン・マテリアルズ㈲（米国）の75％持分を売却する契約を締結

した。この契約に基づき、平成17年７月に当該売却を完了した。なお、コマツアメリカ㈱がアドバンスト・シリコ

ン・マテリアルズ㈲を通じて所有していたソーラー・グレード・シリコン㈲（米国）の30％持分についても、本件売

却に伴い移転した。 



５【研究開発活動】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、建設・鉱山機械の他、産業機械・車両、エレクトロニクス、及び物流・

サービス他など幅広い分野において、「品質と信頼性」の追求を基本として、新技術と新商品の研究開発を積極的に

推進している。 

 その研究開発体制は、本社部門の研究本部と、開発本部を中心とした建設・鉱山機械関連の開発センタ、産機事業

本部及び関連会社の技術部門等からなっており、当中間連結会計期間のグループ全体の売上原価、販売費及び一般管

理費に計上されている研究開発費は24,654百万円である。各事業部門別の研究開発の目的、研究成果、研究開発費は

次のとおりである。 

(1）建設・鉱山機械事業セグメント 

 グローバル化に対応した効率的な建設・鉱山機械の研究開発をねらいとして、国内外に研究開発拠点を配置し、

グローバルな開発体制を敷くとともに、相互の人材交流や共同開発の拡大なども行いながら研究開発活動を推進し

ている。また、「お客さまの生産性向上」をミッションとし、中・長期的な重点テーマとして、以下の分野に取り

組んでいる。 

＜IT技術（情報技術）＞ 

 情報化技術（最新計測技術・通信技術を活用した機械の位置情報・稼働情報や機械診断情報などのリモート

管理技術等）及び制御技術・知能化技術の研究開発を進めている。これらの技術を利用した建設・鉱山機械の

制御システムと管理システムは急速に普及しており、建設・鉱山機械の稼働と管理の自動化、効率化が図られ

生産性向上に寄与している。 

＜環境対応技術等＞ 

 エンジン排ガス２次規制対応はもとより、地球環境への負荷低減と資源の有効利用などの経済性とは両立し

得るという理念のもと、省エネルギー化や部品のリサイクル・リユースの推進、LCA（ライフサイクルアセス

メント）による環境負荷評価などの研究開発を進めている。 

 また、環境対応は地球環境だけではなく人間への環境という観点から、安全対応や騒音・振動低減、オペレ

ーター居住環境改善にも取り組んでいる。 

   当中間連結会計期間の主な成果は次のとおりである。 

① 当社：油圧ショベル     （PC200-8、PC220-8、PC300-7、PC600-7） 

ブルドーザー     （D65-15） 

ホイールローダー   （WA400-6、WA600-6） 

② 英国コマツ㈱： 

ホイール式油圧ショベル（PW180-7） 

③ コマツハノマーグ㈲： 

ホイールローダー   （WA90-5、WA100M-5、WA150PZ-5） 

④ コマツユーティリティヨーロッパ㈱： 

バックホーローダー  （WB93R-5、WB97R-5） 

 当事業セグメントに係わる研究開発費は17,593百万円である。 

(2）産業機械・車両他事業セグメント 

 主として、大型プレスや板金鍛圧機械［コマツ産機㈱］、工作機械［コマツ工機㈱］等の産業機械事業、物流用

の産業車両事業［小松フォークリフト㈱］、及び農林業機器事業［小松ゼノア㈱］等の分野に関する研究開発を行

っている。 

 産業機械事業の分野では、大型プレスや板金鍛圧機械の生産性向上、フレキシブル化のニーズに対応して、機能

向上と周辺装置自動化等のための研究開発を推進し、大型サーボタンデムプレス、鍛造サーボプレス、コンポジッ

トプレスブレーキ等、プラズマ加工機ではツイスターハイブリッド加工機等を開発した。産業車両事業の分野で

は、１トン未満立乗り式バッテリー車等を開発した。農林業機器事業の分野では、ハイブリッド刈払機等を開発し

た。 

 当事業セグメントに係わる研究開発費は各事業部門に配分できない基盤研究費用を含め、4,030百万円である。 

(3）エレクトロニクス事業セグメント 

 主として、電子材料事業、情報通信機器事業、及び温度調節機器事業の分野に関する研究開発を行っている。 

 電子材料事業の分野では、高集積化、大容量化、微細化する半導体のデバイスメーカーからの要求に応えて、高

品質なシリコンウェーハを提供して行くため、シリコン単結晶引き上げ、ウェーハ加工、熱処理、エピタキシャル

成長等の各技術やその評価技術及び300ミリウェーハを含む次世代ウェーハの研究開発に取り組み、これらの研究

開発によって結晶欠陥の少ないシリコン単結晶、高品質エピ・アニールウェーハ、高平坦度・高洗浄度ウェーハ、

高品質300ミリウェーハ等の技術商品開発を行った［コマツ電子金属㈱］。 

 温度調節機器事業の分野では、半導体製造業向けの高性能温調機器（化学蒸着装置用熱電式チラー等）、その要

素である高性能サーモモジュール熱交換ユニット、及び光通信用のマイクロモジュール（超小型サーモモジュー

ル）に関する研究開発等を推進した［小松エレクトロニクス㈱］。 

 当事業セグメントに係わる研究開発費は3,031百万円である。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 前連結会計年度末現在における当連結会計年度１年間の設備投資（新設及び除却）計画は、当中間連結会計期間中

の完了及び新たな計画により、当中間連結会計期間末現在において次のとおり変更されている。なお、計画数値は、

当中間連結会計期間において投資された金額を除いている。 

 当社は、平成17年10月14日開催の取締役会において、大型機械の需要拡大に対応した生産能力向上のため、石川県

金沢港隣接地及び茨城県常陸那珂港隣接地の２拠点に総投資額約300億円で新工場を建設することを決議した。両工

場とも当連結会計年度下期着工予定で、設備投資計画金額には、総投資予定額の一部が含まれている。 

設備投資計画金額 

 （注）１．金額には消費税を含まない。 

２．設備投資計画の所要資金は、主として自己資金をもって充当する予定である。 

 なお、当中間連結会計期間において投資された金額は次のとおりである。 

当中間連結会計期間の設備投資金額 

 （注） 上記設備投資金額には消費税は含まず、所要資金は、主として自己資金をもって充当した。 

事業の種類別セグメントの名称 設備投資計画金額（百万円） 主な目的 

建設・鉱山機械 39,122 増産対応、新機種対応用設備投資等  

産業機械・車両他 8,082 増産対応、生産合理化、老朽設備更新等 

エレクトロニクス 10,445 生産性向上等 

合計 57,649   

事業の種類別セグメントの名称 設備投資金額（百万円） 主な目的 

建設・鉱山機械 42,378 増産対応、新機種対応用設備投資等  

産業機械・車両他 6,418 生産合理化、老朽設備更新等 

エレクトロニクス 12,555 生産性向上等 

合計 61,351   



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨、定款に定めている。 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在」欄の発行数には、平成17年12月１日以降提出日までの新株予約権の行使により発行された株式

数は含まれていない。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 3,955,000,000 

計 3,955,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数（株） 

（平成17年９月30日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月15日） 

上場証券取引所名又は登録証
券業協会名 

内容 

普通株式 998,744,060 998,744,060 
東京証券取引所、大阪証券取

引所 

権利内容に何ら限

定のない当社にお

ける標準となる株

式 

計 998,744,060 998,744,060 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりである。 

① 平成14年６月26日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。 

２．新株予約権の発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は、切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行（平成14年４月１日改正前の商法に定める転換社債の転換、ならびに

ストック・オプションとして発行した新株予約権の権利行使による場合を除く。）するときは、次の算式に

より払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は、切り上げる。 

３．新株予約権の行使があった場合は、新株を発行せず、自己株式を移転することとしている。 

  
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個）   360  （注）１ 200  （注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 360,000 200,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり   445  （注）２ 同左 （注）２ 

新株予約権の行使期間 
平成15年８月１日～ 

平成20年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額（円） 

発行価格    445 

資本組入額   223 
（注）３ 同左 （注）３ 

新株予約権の行使の条件 

(1）「新株予約権者」は当社の取

締役または使用人の地位を失

った後も、当社とその者との

間で締結する新株予約権の割

当に関する契約（以下、「新

株予約権割当契約」とい

う。）に定める条件に従い、

新株予約権を行使することが

できる。 

(2）「新株予約権者」が死亡した

場合は、相続人が「新株予約

権割当契約」に定める条件に

従い、新株予約権を行使する

ことができる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については取締

役会の承認を要する。 
同左 

調整後払込価額 ＝調整前払込価額 ×
1 

分割（または併合）の比率 

調整後払込価額 

   
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

＝ 調整前払込価額 ×
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



② 平成15年６月26日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。 

２．新株予約権の発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は、切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行（平成14年４月１日改正前の商法に定める転換社債の転換、ならびに

ストック・オプションとして発行した新株予約権の権利行使による場合を除く。）するときは、次の算式に

より払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は、切り上げる。 

３．新株予約権の行使があった場合は、新株を発行せず、自己株式を移転することとしている。 

  
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個）   860  （注）１ 600  （注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 860,000 600,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり   595  （注）２ 同左 （注）２ 

新株予約権の行使期間 
平成16年８月１日～ 

平成21年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額（円） 

発行価格    595 

資本組入額   298 
（注）３ 同左 （注）３ 

新株予約権の行使の条件 

(1）「新株予約権者」は、新株予

約権の割当を受けた時の地位

（当社の取締役もしくは使用

人、または当社の子会社の代

表取締役）を失った後も、当

社とその者との間で締結する

新株予約権の割当に関する契

約（以下、「新株予約権割当

契約」という。）に定める条

件に従い、新株予約権を行使

することができる。 

(2）「新株予約権者」が死亡した

場合は、相続人が「新株予約

権割当契約」に定める条件に

従い、新株予約権を行使する

ことができる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については取締

役会の承認を要する。 
同左 

調整後払込価額 ＝調整前払込価額 ×
1 

分割（または併合）の比率 

調整後払込価額 

   
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

＝ 調整前払込価額 ×
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



③ 平成16年６月25日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。 

２．新株予約権の発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は、切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権の行使による場合を除く。）するときは、次の算式によ

り払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は、切り上げる。 

３．新株予約権の行使があった場合は、新株を発行せず、自己株式を移転することとしている。 

  
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 1,160  （注）１ 930  （注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,160,000 930,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり   673  （注）２ 同左 （注）２ 

新株予約権の行使期間 
平成17年８月１日～ 

平成24年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額（円） 

発行価格    673 

資本組入額   337 
（注）３ 同左 （注）３ 

新株予約権の行使の条件 

(1）「新株予約権者」は、新株予

約権の割当を受けた時の地位

（当社の取締役もしくは使用

人、または当社の子会社の代

表取締役）を失った後も、当

社とその者との間で締結する

新株予約権の割当に関する契

約（以下、「新株予約権割当

契約」という。）に定める条

件に従い、新株予約権を行使

することができる。 

(2）「新株予約権者」が死亡した

場合は、相続人が「新株予約

権割当契約」に定める条件に

従い、新株予約権を行使する

ことができる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については取締

役会の承認を要する。 
同左 

調整後払込価額 ＝調整前払込価額 ×
1 

分割（または併合）の比率 

調整後払込価額 

   
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

＝ 調整前払込価額 ×
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



④ 平成17年６月24日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。 

２．新株予約権の発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は、切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権の行使による場合を除く。）するときは、次の算式によ

り払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は、切り上げる。 

３．新株予約権の行使があった場合は、新株を発行せず、自己株式を移転することとしている。 

  
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 1,610  （注）１ 1,610  （注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,610,000 1,610,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり   1,126   （注）２ 同左 （注）２ 

新株予約権の行使期間 
平成18年８月１日～ 

平成25年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額（円） 

発行価格   1,126 

資本組入額   563 
（注）３ 同左 （注）３ 

新株予約権の行使の条件 

(1）「新株予約権者」は、新株予

約権の割当を受けた時の地位

（当社の取締役もしくは使用

人、または当社の関係会社の

代表取締役）を失った後も、

当社とその者との間で締結す

る新株予約権の割当に関する

契約（以下、「新株予約権割

当契約」という。）に定める

条件に従い、新株予約権を行

使することができる。 

(2）「新株予約権者」が死亡した

場合は、相続人が「新株予約

権割当契約」に定める条件に

従い、新株予約権を行使する

ことができる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については取締

役会の承認を要する。 
同左 

調整後払込価額 ＝調整前払込価額 ×
1 

分割（または併合）の比率 

調整後払込価額 

   
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

＝ 調整前払込価額 ×
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

 （注）１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託

口）及び資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｂ口）の所有株式数は、全数が信託業務に係る株式であ

る。 

２．太陽生命保険株式会社及びその共同保有者であるティ・アンド・ディ・アセットマネジメント株式会社は、

証券取引法第27条の26第２項に基づき、平成17年６月13日付で、当社株式の大量保有報告書の変更報告書

No.２を提出しているが、平成17年９月30日現在の実質所有状況等の確認ができないので、株主名簿上の保

有株式数を上記大株主の状況に記載している。 

なお、当該変更報告書の内容は次のとおりである。 

・氏名又は名称、住所、及び保有株式数（平成17年５月31日現在） 

３．日本生命保険相互会社及びその共同保有者であるニッセイアセットマネジメント株式会社は、証券取引法第

27条の26第２項に基づき、平成17年８月15日付で、当社株式の大量保有報告書の変更報告書No.１を提出し

ているが、平成17年９月30日現在の実質所有状況等の確認ができないので、株主名簿上の保有株式数を上記

大株主の状況に記載している。 

なお、当該変更報告書の内容は次のとおりである。 

・氏名又は名称、住所、及び保有株式数（平成17年７月31日現在） 

年月日 
発行済株式総数
増減数 

（株） 

発行済株式総数
残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増減
額 
（百万円） 

資本準備金残高 
（百万円） 

平成17年４月１日～ 

平成17年９月30日 
－ 998,744,060 － 70,120 － 140,140 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 93,985 9.41 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 64,323 6.44 

太陽生命保険株式会社 東京都中央区日本橋二丁目11番２号 56,864 5.69 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 31,503 3.15 

ステートストリートバンクアンドトラス

トカンパニー 505103 

（常任代理人 株式会社みずほコーポレ

ート銀行兜町証券決済業務室） 

アメリカ合衆国・マサチューセッツ 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 
24,606 2.46 

小松製作所従業員持株会 東京都港区赤坂二丁目３番６号 24,540 2.45 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 17,894 1.79 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 17,835 1.78 

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関三丁目７番３号 13,962 1.39 

資産管理サービス信託銀行株式会社（信

託Ｂ口） 
東京都中央区晴海一丁目８番12号 11,439 1.14 

計 － 356,954 35.74 

氏名又は名称 住所 保有株式数（株） 
発行済株式総数に対
する割合（％） 

太陽生命保険株式会社 東京都中央区日本橋二丁目11番２号 56,864,718 5.69 

ティ・アンド・ディ・アセットマネ

ジメント株式会社 
東京都中央区日本橋室町一丁目７番１号 586,000 0.06 

計 － 57,450,718 5.75 

氏名又は名称 住所 保有株式数（株） 
発行済株式総数に対
する割合（％） 

日本生命保険相互会社 大阪府大阪市中央区今橋三丁目５番12号 37,577,023 3.76 

ニッセイアセットマネジメント株式

会社 
東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 8,157,000 0.82 

計 － 45,734,023 4.58 



４．バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社及び共同保有者８社が連名により、証券取引

法第27条の26第２項に基づき、平成17年10月14日付で、当社株式の大量保有報告書の変更報告書No.１を提

出しているが、平成17年９月30日現在の実質所有状況等の確認ができないので、上記大株主の状況には含め

ていない。 

なお、当該変更報告書の内容は次のとおりである。 

・氏名又は名称、住所、及び保有株式数（平成17年９月30日現在） 

氏名又は名称 住所 保有株式数（株） 
発行済株式総数に対
する割合（％） 

バークレイズ・グローバル・インベ

スターズ株式会社 
東京都渋谷区広尾一丁目１番39号 15,729,000 1.57 

バークレイズ・グローバル・インベ

スターズ、エヌ・エイ 

アメリカ合衆国 カリフォルニア州 サンフランシス

コ市 フリーモント・ストリート 45 
13,120,521 1.31 

バークレイズ・グローバル・インベ

スターズ・リミテッド 
英国 ロンドン市 ロイヤル・ミント・コート １ 7,358,020 0.74 

バークレイズ・グローバル・ファン

ド・アドバイザーズ 

アメリカ合衆国 カリフォルニア州 サンフランシス

コ市 フリーモント・ストリート 45 
5,514,000 0.55 

バークレイズ・グローバル・インベ

スターズ信託銀行株式会社 
東京都渋谷区広尾一丁目１番39号 1,509,000 0.15 

バークレイズ・グローバル・インベ

スターズ・オーストラリア・リミテ

ッド 

オーストラリア ニュー・サウス・ウェールズ州 シ

ドニー ハーリントン・ストリート 111 
575,000 0.06 

バークレイズ・ライフ・アシュアラ

ンス・カンパニー・リミテッド 
英国 ロンドン市 ロンバード・ストリート 54 138,000 0.01 

バークレイズ・グローバル・インベ

スターズ・カナダ・リミテッド 

カナダ オンタリオ州 トロント市 ベイ・ストリー

ト 161，2500号 
42,000 0.00 

ウールウィッチ・ユニット・トラス

ト・マネージャーズ・リミテッド 

英国 ケント市 スワンレイ ホワイト・オーク・ス

クェア １ 
12,000 0.00 

計 － 43,997,541 4.41 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．議決権の行使が可能な「総株主の議決権」の数は984,432個である。 

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が29,000株（議決権の数29個）含ま

れている。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    7,559,000 － 
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式   984,461,000 984,461 同上 

単元未満株式 普通株式    6,724,060 － 同上 

発行済株式総数 998,744,060 － － 

総株主の議決権 － 984,461 － 



②【自己株式等】 

 （注）１．「他人名義」欄に記載している株式の名義人は、小松ディーラー持株会（東京都港区赤坂二丁目３番６号）

である。 

２．「他人名義」欄に記載している株式の名義人は、小松製作所協力企業持株会（東京都港区赤坂二丁目３番６

号）である。 

３．「発行済株式総数に対する所有株式数の割合」は、小数点第３位を四捨五入して記載しているため、各株主

の割合を合計したものと「計」で表示している割合とは一致しない。 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有

株式数（株） 

他人名義所有

株式数（株） 

所有株式数の

合計（株） 

発行済株式総

数に対する所

有株式数の割

合（％） 

株式会社小松製作所 東京都港区赤坂二丁目３番６号 6,144,000 － 6,144,000 0.62 

コマツ山形株式会社（注）１. 山形県山形市蔵王成沢町浦192 298,000 69,000 367,000 0.04 

コマツ栃木株式会社（注）１. 栃木県宇都宮市平出工業団地38-12 60,000 256,000 316,000 0.03 

コマツ道東株式会社 北海道帯広市西24条北一丁目3-4 300,000 － 300,000 0.03 

富士梱包輸送株式会社 東京都東大和市南街六丁目42-2 128,000 － 128,000 0.01 

コマツ愛媛株式会社（注）１. 愛媛県松山市高岡町151 31,000 54,000 85,000 0.01 

コマツ秋田株式会社（注）１. 秋田県秋田市川尻大川町9-48 － 59,000 59,000 0.01 

栃木シャーリング株式会社 

（注）２． 
栃木県真岡市松山町2-2 19,000 34,000 53,000 0.01 

コマツ淡路株式会社（注）１. 兵庫県洲本市桑間一丁目1-7 － 51,000 51,000 0.01 

福岡小松フォークリフト株式会

社 
福岡県福岡市東区馬出三丁目3-1 27,000 － 27,000 0.00 

東和株式会社（注）２． 
石川県能美郡根上町吉原釜屋町ワ

48-8 
13,000 9,000 22,000 0.00 

大分小松フォークリフト株式会

社 
大分県大分市豊海四丁目2-12 3,000 － 3,000 0.00 

静岡小松フォークリフト株式会

社 

静岡県静岡市駿河区北丸子一丁目

31-4 
3,000 － 3,000 0.00 

コマツ宮崎株式会社（注）１. 
宮崎県宮崎郡佐土原町大字下那珂

2957-12 
－ 1,000 1,000 0.00 

計 － 7,026,000 533,000 7,559,000 0.76 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 827 839 887 1,061 1,288 1,580 

最低（円） 715 736 803 862 1,060 1,249 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）第81条の規定により、米国において一般に認められた会計基準

による用語、様式及び作成方法に準拠して作成している。 

(2）当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間

会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９

月30日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けている。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

株式会社小松製作所及び連結子会社 

 ※は「中間連結財務諸表に関する注記」の項目番号を参照 

    
平成16年度中間期末 
（平成16年９月30日） 
組替再表示後 ※１ 

平成17年度中間期末 
（平成17年９月30日） 

平成16年度 
（平成17年３月31日） 
組替再表示後 ※１ 

区分 注記番号 金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）     

流動資産     

現金及び現金同等物 ※1,4 64,647 85,076 97,510 

定期預金 ※4 77 77 52 

受取手形及び売掛金 
－貸倒引当金（平成16年度中間
期末16,471百万円、平成17年
度中間期末12,744百万円、平
成16年度14,664百万円）控除
後 

※1,4 302,675 351,397 316,828 

たな卸資産 ※1 291,072 337,679 307,002 

繰延税金及びその他の流動資産 ※1,3,9,10 90,610 105,318 94,105 

流動資産合計   749,081 53.9 879,547 57.4 815,497 56.2

長期売上債権 ※1 65,770 4.7 71,786 4.7 80,856 5.6

投資     

関連会社に対する投資及び貸付金 ※1 16,467 16,533 19,032 

投資有価証券 ※1,3,10 57,971 75,730 63,153 

その他   1,319 7,962 1,262 

投資合計   75,757 5.5 100,225 6.5 83,447 5.8

有形固定資産 
－減価償却累計額（平成16年度中
間期末681,640百万円、平成17
年度中間期末683,932百万円、
平成16年度682,317百万円）控
除後 

※1,4,6 369,300 26.6 375,169 24.5 366,660 25.3

営業権 ※1 21,082 1.5 21,624 1.4 21,277 1.5

その他の無形固定資産 ※1 26,849 1.9 21,059 1.4 25,635 1.8

繰延税金及びその他の資産 ※1,9,10 82,286 5.9 63,568 4.1 55,696 3.8

資産合計   1,390,125 100.0 1,532,978 100.0 1,449,068 100.0 



 ※は「中間連結財務諸表に関する注記」の項目番号を参照 

    
平成16年度中間期末 
（平成16年９月30日） 
組替再表示後 ※１ 

平成17年度中間期末 
（平成17年９月30日） 

平成16年度 
（平成17年３月31日） 
組替再表示後 ※１ 

区分 注記番号 金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）     

流動負債     

短期債務 ※4 86,807 87,096 84,957 

長期債務 
－１年以内期限到来分 

※4,6 85,301 97,898 129,620 

支払手形及び買掛金   240,478 286,527 266,112 

未払法人税等   22,545 23,593 12,234 

繰延税金及びその他の流動負債 ※1,9,10 136,820 154,479 149,576 

流動負債合計   571,951 41.1 649,593 42.4 642,499 44.3

固定負債     

長期債務 ※4,6 261,490 204,381 217,714 

退職給付債務 ※1 55,061 46,989 54,709 

繰延税金及びその他の負債 ※1,9,10 15,825 36,108 18,056 

固定負債合計   332,376 23.9 287,478 18.8 290,479 20.1

少数株主持分   38,277 2.8 43,465 2.8 38,946 2.7

契約残高及び偶発債務 ※8 － － － 

      

（資本の部）     

資本金 
－普通株式 
授権株式数 
平成16年度中間期末： 

3,955,000,000株 
平成17年度中間期末： 

3,955,000,000株 
平成16年度： 

3,955,000,000株 
発行済株式数 
平成16年度中間期末： 

998,744,060株 
平成17年度中間期末： 

998,744,060株 
平成16年度： 

998,744,060株   67,870 67,870 67,870 
自己株式控除後発行済株式数 
平成16年度中間期末：  

991,267,779株 
平成17年度中間期末：  

992,599,364株 
平成16年度： 

991,420,696株 

       

資本剰余金   135,758 136,172 135,792 

利益剰余金     

利益準備金   21,921 22,695 22,341 

その他の剰余金   249,586 330,690 277,196 

その他の包括利益（△損失）累計額 ※1,3,5,9 △   23,026 △   458 △  21,485 

自己株式 
－取得価額 
平成16年度中間期末： 

7,476,281株 
平成17年度中間期末： 

6,144,696株   △    4,588 △  4,527 △   4,570 
平成16年度： 

7,323,364株        

資本合計   447,521 32.2 552,442 36.0 477,144 32.9

負債及び資本合計   1,390,125 100.0 1,532,978 100.0 1,449,068 100.0 



②【中間連結損益計算書】 

株式会社小松製作所及び連結子会社 

 ※は「中間連結財務諸表に関する注記」の項目番号を参照 

    
平成16年度中間期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

平成17年度中間期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

平成16年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 注記番号 金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

収益     

売上高 ※1 683,976 100.0 809,709 100.0 1,434,788 100.0 

受取利息及びその他の収益   15,255 2.2 23,088 2.9 20,047 1.4

合計   699,231 832,797 1,454,835 

原価及び費用 ※6   

売上原価   508,723 74.4 595,472 73.5 1,066,887 74.4

販売費及び一般管理費   129,084 18.9 134,538 16.6 265,978 18.5

支払利息   5,241 0.8 6,086 0.8 11,209 0.8

長期性資産の減損 ※1 2,386 0.3 1,809 0.2 4,200 0.3

その他の費用   5,597 0.8 9,756 1.2 7,858 0.5

合計   651,031 747,661 1,356,132 

法人税等、少数株主損益及び持分法
投資損益調整前中間（当期）利益 

  48,200 7.0 85,136 10.5 98,703 6.9

法人税等 ※1   

当期分   23,181 27,167 16,635 

繰延分   △ 3,277 △ 6,318 19,409 

合計   19,904 2.9 20,849 2.6 36,044 2.5

少数株主損益及び持分法投資損益調
整前中間（当期）利益 

  28,296 4.1 64,287 7.9 62,659 4.4

少数株主損益   △ 2,957 △ 0.4 △ 5,027 △ 0.6 △  4,588 △ 0.3

持分法投資損益   684 0.1 536 0.1 939 0.0

中間（当期）純利益   26,023 3.8 59,796 7.4 59,010 4.1

１株当たり中間（当期）純利益 ※1,7   

基本的   26.23円 60.27円 59.51円 

希薄化後   26.22円 60.18円 59.47円 

１株当たり中間（当期）配当金 ※1 4.00円 6.00円 9.00円 



③【中間連結資本及び剰余金計算書】 

株式会社小松製作所及び連結子会社 

 ※は「中間連結財務諸表に関する注記」の項目番号を参照 

    
平成16年度中間期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

平成17年度中間期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

平成16年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 注記番号 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

資本金（普通株式）  

期首残高  67,870 67,870 67,870

期末残高  67,870 67,870 67,870

資本剰余金  

期首残高  135,675 135,792 135,675

自己株式の売却  83 380 117

期末残高  135,758 136,172 135,792

利益剰余金  

利益準備金  

期首残高  21,629 22,341 21,629

その他の剰余金からの振替  292 354 712

期末残高  21,921 22,695 22,341

その他の剰余金  

期首残高  227,825 277,196 227,825

中間（当期）純利益  26,023 59,796 59,010

現金配当  △ 3,970 △ 5,948 △ 8,927

利益準備金への振替  △  292 △  354 △  712

期末残高  249,586 330,690 277,196

その他の包括利益（△損失）累計額  

期首残高  △ 23,794 △ 21,485 △ 23,794

期中発生額（税控除後）  768 21,027 2,309

期末残高  △ 23,026 △  458 △ 21,485

自己株式  

期首残高  △ 3,698 △ 4,570 △ 3,698

自己株式の購入  △ 1,359 △ 1,711 △ 1,624

自己株式の売却  469 1,754 752

期末残高  △ 4,588 △ 4,527 △ 4,570

資本合計  447,521 552,442 477,144

包括利益の注記  

中間（当期）純利益  26,023 59,796 59,010

その他の包括利益中間（当期） 
発生額（税控除後） 

 768 21,027 2,309

中間（当期）包括利益  26,791 80,823 61,319



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

株式会社小松製作所及び連結子会社 

 ※は「中間連結財務諸表に関する注記」の項目番号を参照 

    
平成16年度中間期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

平成17年度中間期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

平成16年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 注記番号 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

中間（当期）純利益  26,023 59,796   59,010

中間（当期）純利益を営業活動による
現金及び現金同等物の増加（純額）に
調整するための修正 

   

減価償却費等  34,889 34,388 69,020 

法人税等繰延分  △ 3,277 △ 6,318 19,409 

有価証券及び投資有価証券売却損益  433 △19,506 △  162 

有形固定資産売却益  △10,467 △ 465 △11,269 

固定資産売廃却損  1,998 1,718 4,311 

長期性資産の減損  2,386 1,809 4,200 

未払退職金及び退職給付債務の増減  877 1,040 3,662 

資産及び負債の増減    

受取手形及び売掛金の増減  △ 2,964 △20,821 △33,266 

たな卸資産の増減  △27,209 △28,084 △42,418 

支払手形及び買掛金の増減  12,353 19,245 39,261 

未払法人税等の増減  9,436 10,399 △  721 

その他（純額）  9,632 28,087 5,525 △ 1,070 10,332 62,359

営業活動による現金及び現金同等物の
増加（純額） 

 54,110 58,726   121,369

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の購入  △34,155 △50,100   △ 72,873

有形固定資産の売却  20,957 5,488   31,780

売却可能投資有価証券の売却  448 2,851   2,593

売却可能投資有価証券等の購入  △ 3,341 △ 2,415   △ 4,690

連結範囲の変更による増減  △ 280 26,115   △  148

貸付金の回収  11,157 6,936   17,485

貸付金の貸付  △ 9,254 △ 8,163   △ 12,375

定期預金の増減  376 △  23   497

投資活動による現金及び現金同等物の
減少（純額） 

 △14,092 △19,311   △ 37,731

財務活動によるキャッシュ・フロー    

長期債務による調達  11,082 12,230   29,331

長期債務の支払  △31,787 △52,406   △ 47,489

短期債務の増減（純額）  △16,836 △ 1,022   △ 19,924

キャピタルリース債務の減少  △ 5,355 △ 5,137   △ 9,954

自己株式の売却及び取得（純額）  △ 890 42   △  872

配当金支払  △ 3,970 △ 5,948   △ 8,927

財務活動による現金及び現金同等物の
減少（純額） 

 △47,756 △52,241   △ 57,835

為替相場変動による現金及び現金同等物
への影響額 

 979 392   301

現金及び現金同等物純増減額  △ 6,759 △12,434   26,104

現金及び現金同等物期首残高  71,406 97,510   71,406

現金及び現金同等物中間期末(期末)残高  64,647 85,076   97,510

     



中間連結財務諸表に関する注記 

１．中間連結財務諸表の作成基準及び重要な会計方針 

中間連結財務諸表の作成基準 

① 当社の中間連結財務諸表は、中間連結財務諸表規則第81条の規定により、米国で一般に公正妥当と認められ

た会計基準による用語、様式及び作成方法に準拠して作成している。また、当期に組み替えが行われた場合、

当期の表示に合わせて過年度の表示を組み替えている。 

② 当中間連結財務諸表上では、連結会社の会計帳簿には記帳されていないいくつかの修正が加えられている。

それらは主として注記14．「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法について－④会計処理基準につい

て」で述べられている日米会計基準の相違によるものである。 

中間連結財務諸表の作成状況及び米国証券取引委員会における登録状況 

当社は昭和39年の欧州における外貨建転換社債の発行を契機として、昭和38年より米国会計基準での連結財務

諸表を作成している。また、当社は昭和45年の新株式発行に伴い、米国株主に対する割当てのために普通株式を

米国証券取引委員会に登録した。以来、外国発行会社として、米国1934年証券取引法に基づいて、米国会計原則

に基づいて作成された連結財務諸表を含む年次報告書を米国証券取引委員会に届け出、登録することが義務付け

られている。 

なお、昭和50年より中間決算を実施したことに伴い、以来、米国会計基準での中間連結財務諸表を作成してい

る。 

重要な会計方針 

① 連結及び投資 

当中間連結財務諸表は一部の重要性のない子会社を除き、当社及び当社が持分の過半数を所有する国内外の

すべての子会社の財務諸表を含んでいる。解釈指針第46号（平成15年12月に改訂。解釈指針46号改）「変動持

分事業体の連結」に従って当社が便益の主たる受益者に該当すると判断したため連結しなければならない変動

持分事業体の諸勘定は連結財務諸表に反映されている。 

当社の子会社であるコマツアメリカ㈱は、当中間連結会計期間において、アドバンスト・シリコン・マテリ

アルズ㈲の75％持分を売却した。これに伴い、同社は連結除外となった。 

当社が、20％から50％を所有し営業及び財務の方針に関して重要な影響を与えることのできる関連会社に対

する投資は、持分法によって評価している。 

② 在外子会社の財務諸表項目の換算 

在外子会社の財務諸表項目の換算は、米国財務会計基準審議会基準書（以下「財務基準書」という）第52号

「外貨換算」に準拠して行っており、資産及び負債は期末時の為替レートで、収益及び費用は各年度の平均為

替レートで換算している。その結果生じた外貨換算差額は、資本の部にその他の包括利益（△損失）累計額と

して表示している。 

すべての外貨為替差損益は、発生した期間の受取利息及びその他の収益、またはその他の費用に含まれてい

る。 

③ 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒れ実績率により、回収懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込み額を計上している。 

④ たな卸資産の評価 

たな卸資産は低価法で評価されている。 

 補給部品については、当社では後入先出法で、連結子会社では主に先入先出法で算定されている。製品と仕

掛品は個別法により算定されている。原材料及び貯蔵品は総平均法により算定されている。 



⑤ 投資有価証券 

財務基準書第115号「特定の債券及び株式への投資の会計処理」に従い、平成16年度中間期、平成17年度中

間期及び平成16年度において、負債証券及び市場性ある持分証券は、売却可能投資有価証券として分類され、

公正価額で評価されている。公正価額の変動は、連結貸借対照表のその他の包括利益（△損失）の一部を構成

している。投資有価証券の公正価値の減価が一時的か否かの判断と、市場価格の下落の期間とその程度につい

て、被投資会社の財政状態及び将来の業績予想等の観点から定期的に評価を行っている。公正価額が６ヵ月以

上にわたって原価を下回っている場合は一時的でないと判断し、原価額を公正価額まで切り下げ、差額を評価

損として計上している。 

原価で評価されている投資有価証券の減価が一時的か否かの判断において、当社は各被投資会社の財政状態

及び将来の業績予想等を考慮している。認識すべき減価額は、帳簿価額が見積り公正価額を上回る金額であ

り、見積り公正価額は割引キャッシュ・フローまたはその他の適切な評価方法により算定されている。 

⑥ 有形固定資産及び減価償却の方法 

有形固定資産は取得価額（減価償却累計額控除後）で表示されており、減価償却費は見積耐用年数に基づ

き、主として、定率法によって計算されている。 

当社及び連結子会社の平均耐用年数は建物が約27年、機械装置他が約８年となっている。 

当社及び連結子会社は、財務基準書第13号「リースの会計処理」を適用し、特定の機械装置他をキャピタル

リースとして資産計上している。 

通常の修繕費用は発生時に費用計上し、規模の大きな更新や改善については資産計上している。固定資産が

廃棄あるいは処分された時には、当該固定資産と、対応する減価償却累計額を控除して、損益は受取利息及び

その他の収益、またはその他の費用に計上している。 

⑦ 営業権とその他の無形固定資産 

当社及び連結子会社は、財務基準書第141号「企業結合」及び財務基準書第142号「営業権及びその他の無形

固定資産」を適用している。当該基準書第141号は、企業結合についてパーチェス法で会計処理されること、

また、企業結合における無形固定資産の定義を明確化することを求めている。当該基準書第142号は、営業権

の償却を中止し、代わりに各年度での減損テストの実施を要求している。さらに、当該基準書第142号は耐用

年数が明確に見積り可能な無形固定資産について、見積耐用年数で償却し、財務基準書第144号「長期性資産

の減損または処分に関する会計処理」に従い減損テストをすることを求めている。耐用年数が明らかではない

無形固定資産については耐用年数が明らかになるまでの期間は償却せず、無形固定資産の公正価値に基づき減

損テストを実施することが求められている。 

⑧ 販売用不動産の評価方法 

販売用不動産の評価は、低価法を採用している。 

⑨ 研究開発費及び広告宣伝費 

研究開発及び広告宣伝に係る支出は、発生時に費用として計上している。 

⑩ 収益の認識 

当社及び連結子会社は、(1）取引を裏付ける説得力のある証拠が存在し、(2）顧客やディーラに対する製品

の引渡しあるいは役務の提供が実行され、(3）販売価格が確定または確定可能であり、(4）代金の回収可能性

が合理的に確保された場合に収益を認識している。 

建設・鉱山機械、産業機械及び車両の販売による収益は、製品の所有権及び所有に関わるリスクがすべて外

部の顧客やディーラに移転した時点で認識している。これは顧客やディーラの検収または据付工事の完了の時

点となる。検収条件は顧客やディーラとの契約や協定によって決定される。当社及び連結子会社は、主に大型

プレス等の大型産業機械の販売に関連して、輸送、据付指導、据付工事の役務提供契約を顧客と別途締結する

場合があるが、これらの役務収益については、契約条件に基づき役務の提供が完了した時点で認識している。

修理保守や輸送サービスによる収益は、役務の提供が完了した時点で認識している。当社及び連結子会社は

一部の鉱山機械について、長期にわたる固定価格でのメンテナンス契約を顧客と締結している場合があるが、

この役務収益は機械の稼動に応じて認識している。 

当社の一部の連結子会社は、建設機械を顧客にレンタルしているが、この賃貸収益は賃貸期間にわたって定

額で認識している。 

なお、収益は売上値引き控除後で計上している。 



⑪ 法人税等 

財務基準書第109号「法人所得税の会計処理」に従い、資産負債法により法人税等を計算している。繰延税

金資産及び負債は、財務諸表上の資産及び負債の計上額とそれらに対応する税務上の金額との差異、並びに税

務上の繰越欠損金及び繰越税額控除に係る将来の税効果額に基づいて認識されている。当該繰延税金資産及び

負債は、それらの一時差異及び繰延が解消あるいは実現すると見込まれる年度の課税所得に対して適用される

と見込まれる法定税率を使用して算出されている。税率変更による繰延税金資産及び負債への影響は、その税

率変更に関する法律の制定日を含む年度の期間損益として認識されることになる。当社は、税法または税率の

変更により、その他の包括利益累計額に蓄積されている残存税率差の取崩しを、個別銘柄認識法により行って

いる。 

⑫ 退職給付 

重要でない一部の子会社を除いて退職年金制度については、財務基準書第87号「事業主の年金会計」を適用

している。ただし、退職金制度を有する一部の国内子会社では、従来より、確定給付債務（従業員の期末自己

都合要支給額）を退職給付債務として計上している。 

未認識純損失の償却は、会社の当期年金費用を構成している。期首時点において純損失が予測給付債務及び

年金資産の公正価値のうち、大きい方の10％を超える場合は、償却として費用計上している。その場合、従業

員の平均残存勤務年数で均等償却している。年金資産の期待収益率は、過去の年金資産の長期収益率をもとに

決定している。年金計算で用いられている割引率は、現在入手可能で、かつ給付期間にわたって入手可能と予

想される格付けの高い確定利付債の市場金利に基づいて決定している。 

⑬ ストック・オプション制度 

当社は、財務基準書第123号「株式に基づく報酬の会計処理」において認められている米国会計審議会原則

意見書（以下「原則意見書」という）第25号「従業員に発行した株式の会計処理」を採用している。当該基準

書は、報酬コストを公正価値基準法により認識する方式、あるいは、これまでの会計処理基準だった原則意見

書第25号に基づいて費用コストを本源的価値基準法により測定する方法のいずれかの採用を企業に選択させて

いる。 

本源的価値基準法によれば、株式に基づく報酬はストック・オプションの行使価格と権利付与日における当

社普通株式の公正価値との差額として測定され、行使可能期間にわたって費用計上される。 

⑭ １株当たりの情報 

基本的１株当たり中間（当期）純利益は中間（当期）純利益を各期間の自己株式控除後の平均発行済普通株

式数で除して算出している。希薄化後１株当たり中間（当期）純利益は予想される希薄化がある場合には、そ

れを反映して算出している。すなわち、すべての希薄化効果のあるストック・オプションは行使されたものと

し、平均市場価格で払込金により購入できるとみなされる自己株式数を控除したものを使用している。 

中間連結損益計算書に表示した１株当たり中間配当金は承認され、各会計期間に支払われた額をもとに算定

している。 

⑮ 連結キャッシュ・フロー計算書 

連結キャッシュ・フロー計算書の作成にあたり、現金及び現金同等物は取得日から満期日までの期間が３カ

月以内の流動性の高い短期金融資産を含んでいる。 

⑯ 金融派生商品 

当社及び連結子会社は、金利の変動や為替の変動リスクをヘッジするために、さまざまな金融派生商品を利

用している。当社は、金融派生商品について改訂後の財務基準書第133号「金融派生商品及びヘッジ活動に関

する会計処理」に従って処理している。当該基準書は、他の金融商品に組み込まれている金融派生商品を含む

すべての金融派生商品を公正価額で資産または負債として、貸借対照表に計上することを要求している。当該

基準書のもとでヘッジとして認められない金融派生商品の公正価額の変動及びヘッジの非有効部分については

当期の損益に計上される。公正価値ヘッジとして有効な金融派生商品の公正価額の変動は、ヘッジ対象の公正

価額の変動と共に発生した期の損益に計上される。公正価額の変動のうちキャッシュ・フローヘッジとして有

効な部分については、その他の包括利益（△損失）累計額に計上され、ヘッジ対象が損益として認識されたと

きに損益に計上される。 



⑰ 長期性資産の減損及び処分予定の長期性資産に関する会計 

当社は財務基準書第144号に従い、会社が使用目的で保有している長期性資産及び特定の無形資産につき、

資産の帳簿価額相当が回収できないという事象や状況の変化が生じた場合には、その資産から生じるキャッシ

ュ・フローに基づき、減損に関する検討を実施すべきことを要求している。会社が使用目的で保有している資

産の減損は、当該資産の使用及びその後の処分から生じると予測される割引前見積りキャッシュ・フローの総

額が帳簿価額を下回った場合に認識される。減損損失は、その資産の帳簿価額がその公正価額を上回った額と

して測定される。また、処分予定の長期性資産及び特定の無形資産について、帳簿価額もしくは売却に要する

費用を控除した公正価額のうちどちらか低い価額で評価されるべきことを要求している。 

⑱ 見積りの使用 

当社は米国で一般に公正妥当と認められた会計原則に従って、種々の仮定と見積りを行っている。それらの

仮定と見積りは、中間連結財務諸表上の資産・負債・収益・費用の計上金額に影響を及ぼしている。実際の結

果がこれらの見積りと異なることもあり得る。当社は仮定と見積りについて、５分野において財務諸表に特に

重要な影響を及ぼすと認識している。それらは、貸倒引当金の設定、長期性資産及び営業権の減損、退職給付

債務及び費用、金融商品の公正価額、繰延税金資産の認識である。 

⑲ 組替 

平成16年中間期末の中間連結貸借対照表及び平成16年度の連結貸借対照表は、平成17年中間期末の表示に合

わせるため、前連結会計年度まで受取手形及び売掛金に含めていた、回収期限が一年を超える割賦受取債権及

びリース債権（前受利息控除後）の長期売上債権への組替を反映している。 

この組替の影響により、平成16年中間期末の中間連結貸借対照表上の流動資産の合計が814,851百万円から

65,770百万円減少し、749,081百万円になり、平成16年度の連結貸借対照表上の流動資産の合計が896,353百万

円から80,856百万円減少し、815,497百万円になった。 

この組替による連結損益計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書への影響はない。 

２．補足的キャッシュ・フロー情報 

 中間連結キャッシュ・フロー計算書の補足的情報は次のとおりである。 

現金支出額 平成16年度中間期 平成17年度中間期 平成16年度 

利息支払額（百万円） 5,056 6,069 10,687

法人税等支払額（百万円） 12,787 17,429 16,642

非現金支出項目 平成16年度中間期 平成17年度中間期 平成16年度 

リース資産計上による影響    

キャピタルリース債務の発生額(百万円) 7,127 11,251 16,146



３．投資有価証券 

 平成16年９月30日、平成17年９月30日及び平成17年３月31日現在の投資有価証券は主として売却可能投資有価証

券である。 

 平成16年９月30日、平成17年９月30日及び平成17年３月31日現在の主な投資有価証券の種類別の原価額、未実現

保有利益、未実現保有損失及び公正価額は次のとおりである。 

 その他の投資有価証券は、主に市場性のない持分証券である。 

 一時的と考えられる未実現保有損益は、実現するまでその他の包括利益（△損失）累計額に区分計上されて

いる。 

 平成16年度中間期、平成17年度中間期及び平成16年度の売却可能投資有価証券の売却手取金額は、それぞれ

448百万円、2,851百万円及び2,593百万円である。 

 平成16年度中間期、平成17年度中間期及び平成16年度の売却可能投資有価証券の売却損益は、純額でそれぞ

れ433百万円の売却損、2,354百万円の売却益及び162百万円の売却益で、中間連結損益計算書の受取利息及び

その他の収益、及びその他の費用の中に含まれている。 

        平成16年９月30日     

        未実現保有     

    原価額   利益   損失   公正価額 

   百万円  百万円  百万円  百万円

売却可能投資有価証券                 

市場性ある負債証券   12   －   －   12 

市場性ある持分証券   17,564   28,153   16   45,701 

その他の投資有価証券   12,258   －   －   12,258 

    29,834   28,153   16   57,971 

        平成17年９月30日     

        未実現保有     

    原価額   利益   損失   公正価額 

   百万円  百万円  百万円  百万円

売却可能投資有価証券                 

市場性ある持分証券   17,853   46,242   89   64,006 

その他の投資有価証券   11,724   －   －   11,724 

その他の投資有価証券 

－１年以内期限到来分 
  905   －   －   905 

    30,482   46,242   89   76,635 

        平成17年３月31日     

        未実現保有     

    原価額   利益   損失   公正価額 

   百万円  百万円  百万円  百万円

売却可能投資有価証券                 

市場性ある負債証券   10   －   －   10 

市場性ある持分証券   17,425   32,867   107   50,185 

その他の投資有価証券   12,958   －   －   12,958 

その他の投資有価証券 

－１年以内期限到来分 
  500   －   －   500 

    30,893   32,867   107   63,653 



４．担保資産 

 平成16年９月30日、平成17年９月30日及び平成17年３月31日現在の短期債務及び長期債務の担保に供している資

産は次のとおりである。 

 上記の担保資産を対応する債務の種類別に分類すると次のとおりである。 

５．その他の包括利益（△損失） 

 その他の包括利益（△損失）は、外貨換算修正勘定、未実現有価証券評価勘定、年金債務調整勘定、未実現デリ

バティブ評価損益から構成されており、中間連結貸借対照表の資本の部に含まれている。 

 平成16年度中間期、平成17年度中間期及び平成16年度におけるその他の包括利益（△損失）累計額の変動は次の

とおりである。 

  平成16年９月30日 平成17年９月30日 平成17年３月31日 

現金及び現金同等物（百万円） － 494 548 

定期預金（百万円） 568 － － 

受取手形及び売掛金（百万円） 957 51 29 

有形固定資産－減価償却累計額控除後（百万円） 23,262 3,443 4,296 

計（百万円） 24,787 3,988 4,873 

  平成16年９月30日 平成17年９月30日 平成17年３月31日 

連結貸借対照表に表示されている債務       

短期債務（百万円） 957 1,995 199 

長期債務（百万円） 23,027 1,499 3,620 

保証債務（百万円） 803 494 1,054 

計（百万円） 24,787 3,988 4,873 

   平成16年度中間期 平成17年度中間期   平成16年度 

外貨換算修正勘定   百万円  百万円  百万円

期首残高   △ 26,825   △ 22,161   △ 26,825 

外貨換算替による修正額   6,245   8,881   4,664 

期末残高   △ 20,580   △ 13,280   △ 22,161 

未実現有価証券評価勘定             

期首残高   15,491   18,605   15,491 

期中増減額   369   8,014   3,114 

期末残高   15,860   26,619   18,605 

年金債務調整勘定             

期首残高   △ 11,861   △ 17,340   △ 11,861 

期中調整額   △  5,645   4,163   △  5,479 

期末残高   △ 17,506   △ 13,177   △ 17,340 

未実現デリバティブ評価損益             

期首残高   △   599   △   589   △   599 

期中増減額   △   201   △   31   10 

期末残高   △   800   △   620   △   589 

その他の包括利益（△損失）累計額合計             

期首残高   △ 23,794   △ 21,485   △ 23,794 

期中調整額   768   21,027   2,309 

期末残高   △ 23,026   △   458   △ 21,485 



６．賃借料 

 当社及び連結子会社は事務所、事務機器及び従業員社宅等を解約可能、または解約不能な契約に基づき賃借して

いる。平成16年度中間期、平成17年度中間期及び平成16年度の賃借料のうち、オペレーティングリースに係るもの

は、それぞれ2,085百万円、3,069百万円及び6,169百万円である。機械設備等のリース契約は、財務基準書第13号

のキャピタルリースに該当し、資産計上している。 

 平成16年９月30日、平成17年９月30日及び平成17年３月31日現在、これらの賃借契約に基づく最低年間賃借料の

年度別支払内訳は次のとおりである。 

返済年度 

平成16年９月30日 

キャピタルリース 
（百万円） 

オペレーティングリース 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

決算日後１年以内 13,776 2,523 16,299 

１年超２年以内 11,761 1,525 13,286 

２年超３年以内 8,190 1,051 9,241 

３年超４年以内 5,814 819 6,633 

４年超５年以内 2,547 490 3,037 

５年超６年以内及びそれ以降 2,571 1,211 3,782 

最低支払賃借料 44,659 7,619 52,278 

控除：利息相当額 △ 3,605   

最低キャピタルリース料の現在価値 41,054   

返済年度 

平成17年９月30日 

キャピタルリース 
（百万円） 

オペレーティングリース 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

決算日後１年以内 14,118 2,191 16,309 

１年超２年以内 11,137 1,723 12,860 

２年超３年以内 9,769 1,182 10,951 

３年超４年以内 6,353 789 7,142 

４年超５年以内 3,399 583 3,982 

５年超６年以内及びそれ以降 3,136 2,748 5,884 

最低支払賃借料 47,912 9,216 57,128 

控除：利息相当額 △ 4,123   

最低キャピタルリース料の現在価値 43,789   

返済年度 

平成17年３月31日 

キャピタルリース 
（百万円） 

オペレーティングリース 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

決算日後１年以内 13,472 2,163 15,635 

１年超２年以内 10,770 1,599 12,369 

２年超３年以内 8,217 1,084 9,301 

３年超４年以内 6,267 664 6,931 

４年超５年以内 2,784 404 3,188 

５年超６年以内及びそれ以降 2,360 1,336 3,696 

最低支払賃借料 43,870 7,250 51,120 

控除：利息相当額 △ 3,391   

最低キャピタルリース料の現在価値 40,479   



７．１株当たり中間（当期）純利益 

 基本的及び希薄化後１株当たり中間（当期）純利益の計算の過程は次のとおりである。 

８．契約残高及び偶発債務 

① 平成16年９月30日、平成17年９月30日及び平成17年３月31日現在、遡及権付債権の譲渡に係る偶発債務は、そ

れぞれ13,682百万円、21,415百万円及び19,956百万円である。 

 当社及び連結子会社は、従業員及び関連会社等の借入金について、第三者に対する債務保証を行っている。従

業員に関する債務保証の主なものは、住宅ローンに対するものである。関連会社等に関する債務保証は、関連会

社等の信用補完のためのものである。契約期間中に従業員及び関連会社等が債務不履行に陥った場合、当社及び

連結子会社は保証債務の履行義務を負う。債務保証の契約期間は、従業員の住宅ローンについては10年から30

年、関連会社等の借入金については１年から12年である。平成16年９月30日、平成17年９月30日及び平成17年３

月31日現在において、債務不履行が生じた場合に当社及び連結子会社が負う割引前の最高支払額は、それぞれ

29,166百万円、29,618百万円及び20,585百万円である。平成16年９月30日現在において、これらの債務保証につ

いて認識されている負債の金額には重要性はない。これらの債務保証の一部は、当社への担保の差入および保険

契約により担保されている。 

 当社はこれらの偶発債務による損失が仮に発生したとしても連結財務諸表に重要な影響を及ぼすものではない

と考えている。 

 なお、平成16年９月30日及び平成17年３月31日現在、子会社の売却に伴い売上債権回収に係る保証をそれぞれ

4,258百万円を上限として行っていたが、平成17年９月30日をもって保証期限が到来し、履行義務は消滅した。 

② 平成16年９月30日、平成17年９月30日及び平成17年３月31日現在の設備投資の発注残高は、それぞれ総額で約

9,900百万円、約21,200百万円及び約14,000百万円である。 

③ 当社及び連結子会社には種々の通常の営業の過程で生じた係争中の事件があるが、経営者及び弁護士の見解で

は当社及び連結子会社の財政状態に重要な影響を与えずに解決される見込みである。 

④ 当社及び連結子会社は、世界中の得意先、ディーラー及び関係会社を相手として営業活動を行っており、それ

らからの売掛金及びそれらに対する保証は、信用リスクが集中しないよう分散されている。 

 経営者は、債権から設定済の引当金を超える損失は発生しないと考えている。 

    平成16年度中間期 平成17年度中間期   平成16年度 

    百万円  百万円  百万円

中間（当期）純利益   26,023   59,796   59,010 

              

    株   株   株

期中平均発行済株式数（自己株式控除後）   992,006,036   992,145,951   991,662,555 

希薄化証券の影響             

ストック・オプション   467,092   1,404,187   660,966 

希薄化後期中平均発行済株式数   992,473,128   993,550,138   992,323,521 

基本的１株当たり中間（当期）純利益   26.23円   60.27円   59.51円 

希薄化後１株当たり中間（当期）純利益   26.22円   60.18円   59.47円 



９．金融派生商品 

リスク管理方針 

 当社及び連結子会社の借入債務、海外事業及び外貨建資産・負債については、主に為替及び金利の変動に係る

市場リスクにさらされている。通常の業務において発生するこれらのリスクを軽減するために、当社及び連結子

会社の方針及び手続に準拠してさまざまな金融派生商品をヘッジ目的で活用している。当社及び連結子会社は、

金融派生商品をトレーディングまたは投機目的で契約していない。 

 当社及び連結子会社は、短期及び長期債務に関連する金利及び為替の変動によるキャッシュ・フローまたは公

正価値の変動リスクを管理する目的で、金利スワップ契約及び金利キャップ契約（一部通貨スワップ契約を併

用）を締結している。 

 当社及び連結子会社の事業活動は海外に及ぶため、外貨建（主に米ドル及びユーロ）の資産・負債及び売買取

引に関する為替の変動リスクにさらされている。当社及び連結子会社は、これらのリスクを軽減するため、外貨

資金繰り予想に基づいて外国為替予約またはオプション契約を締結している。 

 当社及び連結子会社は、金融派生商品に対して取引相手の不履行により信用損失を受けるリスクがあるが、取

引相手の信用度が高いため、取引相手が義務不履行をする可能性は極めて低いと考えている。 

公正価値ヘッジ 

 当社及び連結子会社は、主に借入債務に関連する金利または為替の変動リスクを管理するために、公正価値ヘ

ッジとして指定された金融派生商品を活用している。これらの借入債務から生じるリスクをヘッジするために、

主に金利スワップ契約、クロスカレンシースワップ契約が用いられている。ヘッジ対象である借入債務の公正価

額の変動と公正価値ヘッジとして指定された金融派生商品の公正価額の変動は、相殺されその他の費用に計上さ

れている。平成17年度中間期において、公正価値ヘッジの非有効部分は、当社の経営成績に重要な影響を与える

ものではない。平成17年度中間期において中止された公正価値ヘッジはない。 

キャッシュ・フローヘッジ 

 当社及び連結子会社は、予定取引に関連する為替の変動リスク及び借入債務に関連する金利の変動リスクを管

理するために、キャッシュ・フローヘッジとして指定された金融派生商品を活用している。外貨建売買取引につ

いては、当社及び連結子会社は主に１年内の予定取引及び確定約定におけるキャッシュ・フローの変動をヘッジ

している。当社及び連結子会社は変動金利の借入債務については、キャッシュ・フローの変動を管理するために

金利スワップ契約を締結している。キャッシュ・フローヘッジとして指定された金融派生商品の公正価額の変動

は、その他の包括利益（△損失）累計額に計上されている。これらの金額は、当該ヘッジ対象が損益に影響を与

えるときに、受取利息及びその他の収益、支払利息またはその他の費用として損益に振り替えられる。その他の

包括利益（△損失）累計額に計上されている損益のうち、平成17年９月30日以後12ヶ月以内に損益に再分類され

ると予想される金額は純額で約516百万円の損失である。平成17年度中間期において、当初の予定取引が発生し

ない可能性が高まったため中止されたキャッシュ・フローヘッジはない。 

ヘッジ指定されていない金融派生商品 

 当社及び連結子会社は、当社とグループ会社の短期及び長期債務に対する金利変動リスクに備えるために、財

務基準書第133号のもとでヘッジ手段として指定されない金利スワップ契約を締結している。為替の変動をヘッ

ジするために用いられている一部の外国為替予約及びオプション契約についても当該基準書のもとでヘッジ手段

として指定されていない。これらの金融派生商品の公正価額の変動は、発生した期の損益として認識している。

 平成16年９月30日、平成17年９月30日及び平成17年３月31日現在における金融派生商品の契約残高は次のと

おりである。 

 平成16年度中間期、平成17年度中間期及び平成16年度において、連結損益計算書に計上された為替差損益

は、純額でそれぞれ1,599百万円の益、1,372百万円の損及び2,441百万円の益であった。 

10．金融商品の公正価額情報 

  平成16年９月30日 平成17年９月30日 平成17年３月31日 

  百万円  百万円  百万円

外国為替予約及びオプション契約           

外国為替売予約契約 57,181   66,600   62,195 

外国為替買予約契約 23,694   32,835   30,195 

オプション契約（買建） 1,062   1,222   1,871 

金利スワップ、クロスカレンシースワ

ップ契約及び金利キャップ契約 
188,286   192,797   181,006 



① 現金及び現金同等物、定期預金、受取手形及び売掛金、その他の流動資産、短期債務、支払手形及び買掛金、

その他の流動負債 

 これらの勘定は短期間で決済されるので、その中間連結貸借対照表計上額は公正価額に近似している。 

② 市場性ある投資有価証券 

 公正価額の見積りが可能な市場性ある投資有価証券の公正価額は、市場価格に基づいて算定している。 

③ 割賦受取債権 

 割賦受取債権の公正価額は、将来のキャッシュ・フローから、現行の予想割引率を用いて割り引いて計算して

いる。その結果、中間連結貸借対照表計上額は公正価額に近似している。 

④ 金融派生商品 

 主に外国為替予約及び金利スワップ契約からなる金融派生商品の公正価額は、金融機関から入手した見積価格

に基づいて算定している。 

 平成16年９月30日、平成17年９月30日及び平成17年３月31日現在における、ヘッジ目的で利用されると会計上

認められない金融派生商品を含む金融商品の中間連結貸借対照表計上額及び公正価額は次のとおりである。 

※公正価額の見積りについて 

 公正価額の見積りについては特定の一時点で、利用可能な市場情報及び当該金融商品に関する情報に基づいて算

定している。 

 これらの見積りは実質的に当社が行っており、不確実な点及び当社の判断を含んでいる。そのため、想定してい

る前提が変わることにより、この公正価額の見積りに影響を及ぼす可能性がある。 

11．貸出コミットメント 

 当社と一部の連結子会社は金融機関との間でコミットメントライン契約を締結しており、平成17年９月30日現

在、その未使用枠は35,498百万円である。 

  平成16年９月30日 平成17年９月30日 平成17年３月31日 

  計上金額   公正価額   計上金額  公正価額   計上金額   公正価額 

  百万円  百万円  百万円 百万円  百万円  百万円

投資有価証券 57,971   57,971   76,635  76,635   63,653   63,653 

金融派生商品                      

外国為替予約及び

オプション契約 
                 

  
  

資産 200   200   362  362   365   365 

負債 1,454   1,454   2,701  2,701   1,581   1,581 

金利スワップ、ク

ロスカレンシース

ワップ契約及び金

利キャップ契約 

                 

  

  

資産 2,842   2,842   1,887  1,887   4,585   4,585 

負債 1,013   1,013   1,026  1,026   675   675 



12．セグメント情報 

 財務基準書第131号「企業のセグメント及び関連情報に関する開示」のもとで、事業の種類別セグメントは、企

業の経営活動の一構成部分であり、独立した財務情報が得られるもので、最高経営政策決定者が経営資源の割当て

や業績の査定のため、定期的に評価を行う対象になっているものである。 

 各事業の種類別セグメントは、異なる製品及びサービスを提供する戦略的事業単位であるため、そのセグメント

ごとに管理される。 

 当社及び連結子会社は、１）建設・鉱山機械、２）産業機械・車両他、３）エレクトロニクスの三つの事業セグ

メントで営業活動を行っている。 



【事業の種類別セグメント情報】 

平成16年度中間期 

平成17年度中間期 

  
建設・鉱山機
械 
（百万円） 

産業機械・車
両他 
（百万円） 

エレクトロニ
クス 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及びセグメント利益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 507,451 123,234 53,291 683,976 － 683,976 

(2）セグメント間の内部売上高 6,932 29,571 3 36,506 △ 36,506 － 

計 514,383 152,805 53,294 720,482 △ 36,506 683,976 

セグメント利益 35,891 7,081 5,608 48,580 △  2,411 46,169 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出             

資産 929,957 214,090 142,387 1,286,434 103,691 1,390,125 

減価償却費 24,073 3,758 6,475 34,306 － 34,306 

資本的支出 28,724 5,757 6,801 41,282 － 41,282 

  
建設・鉱山機
械 
（百万円） 

産業機械・車
両他 
（百万円） 

エレクトロニ
クス 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及びセグメント利益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 615,093 140,557 54,059 809,709 － 809,709 

(2）セグメント間の内部売上高 8,660 37,563 5 46,228 △ 46,228 － 

計 623,753 178,120 54,064 855,937  △ 46,228 809,709 

セグメント利益 64,732 10,737 5,569 81,038  △  1,339 79,699 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出             

資産 1,062,376 238,441 121,261 1,422,078 110,900 1,532,978 

減価償却費 23,605 3,818 6,361 33,784 － 33,784 

資本的支出 42,378 6,418 12,555 61,351 － 61,351 



平成16年度 

 セグメント別利益の合計額と法人税等、少数株主損益及び持分法投資損益調整前中間（当期）利益との調整 

 （注）１．事業の種類別セグメントに含まれる主要製品・事業内容は、次のとおりである。 

ａ．建設・鉱山機械事業 

掘削機械、積込機械、整地・路盤用機械、運搬機械、林業機械、地下建設機械、資源リサイクル機械、エ

ンジン、機器、鋳造品 

ｂ．産業機械・車両他事業 

鍛圧機械、板金機械、工作機械、産業車両、物流関連、防衛関連、農林業機器等 

ｃ．エレクトロニクス事業 

電子材料、情報通信機器、温度調節機器 

２．セグメント間の取引は、独立企業間価格で行われている。 

３．セグメント利益は、売上高より売上原価、販売費及び一般管理費を差し引いたものである。 

４．識別可能資産は、それぞれのセグメントの営業活動に使用されているものである。 

全社資産は、主として、全社共通の目的で保有している現金及び現金同等物、市場性ある投資有価証券で構

成されている。 

  
建設・鉱山機
械 
（百万円） 

産業機械・車
両他 
（百万円） 

エレクトロニ
クス 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及びセグメント利益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 1,061,161 266,455 107,172 1,434,788 － 1,434,788 

(2）セグメント間の内部売上高 15,199 63,496 26 78,721  △ 78,721 － 

計 1,076,360 329,951 107,198 1,513,509  △ 78,721 1,434,788 

セグメント利益 78,427 16,857 11,719 107,003 △  5,080 101,923 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出             

資産 979,087 215,679 142,679 1,337,445 111,623 1,449,068 

減価償却費 46,630 7,612 13,362 67,604 － 67,604 

資本的支出 64,547 10,980 13,492 89,019 － 89,019 

    平成16年度中間期 平成17年度中間期   平成16年度 

    百万円  百万円  百万円

セグメント別利益の合計額   48,580   81,038   107,003 

消去又は全社   △  2,411    △  1,339    △  5,080 

セグメント利益合計   46,169   79,699   101,923 

受取利息及びその他の収益   15,255   23,088   20,047 

支払利息   5,241   6,086   11,209 

長期性資産の減損   2,386   1,809   4,200 

その他の費用   5,597   9,756   7,858 

法人税等、少数株主損益及び持分法 

投資損益調整前中間（当期）利益 
  48,200   85,136   98,703 



【地域別情報】 

平成16年度中間期、平成17年度中間期及び平成16年度における地域別外部顧客向け売上高は次のとおりである。 

平成16年度中間期、平成17年度中間期及び平成16年度における所在国別売上高及び長期性資産は次のとおりであ

る。 

平成16年度中間期 

平成17年度中間期 

平成16年度 

 （注）１．売上高及び長期性資産に関して、欧州及びその他の地域には、個別開示すべき重要な国はない。 

２．平成16年度中間期、平成17年度中間期及び平成16年度において、開示すべき単一の外部顧客に対する売上高

はない。 

３．長期性資産は主に土地、建物、機械装置から構成されている。 

期別 
日本 

（百万円） 
米州 

（百万円） 
欧州・CIS 
（百万円） 

中国
（百万円） 

アジア（日本
及び中国除
く）及びオセ
アニア 
（百万円） 

中近東及びア
フリカ 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

平成16年度中間期 241,501 171,344 95,953 31,405 101,818 41,955 683,976 

平成17年度中間期 249,775 225,500 114,272 38,185 124,917 57,060 809,709 

平成16年度 521,135 359,572 203,581 55,837 210,861 83,802 1,434,788 

  
日本 

（百万円） 
米国 

（百万円） 
欧州 

（百万円） 
その他の地域 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高 327,068 169,227 84,708 102,973 683,976 

長期性資産 315,540 72,763 21,418 33,424 443,145 

  
日本 

（百万円） 
米国 

（百万円） 
欧州 

（百万円） 
その他の地域 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高 352,370 222,030 104,743 130,566 809,709 

長期性資産 325,812 56,012 21,829 36,799 440,452 

  
日本 

（百万円） 
米国 

（百万円） 
欧州 

（百万円） 
その他の地域 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高 687,925 359,859 178,997 208,007 1,434,788 

長期性資産 313,189 70,581 21,830 34,163 439,763 



平成16年度中間期、平成17年度中間期及び平成16年度の所在地別の売上高、セグメント利益及び資産は次の表のと

おりである。当社は、財務基準書第131号で要求されている開示に加えて、日本の証券取引法による開示要求を考

慮し、次の情報を補足情報として開示している。 

【所在地別セグメント情報】  

平成16年度中間期 

平成17年度中間期 

平成16年度 

 （注）１．セグメント間の取引は独立企業間価格で行われている。 

２．セグメント利益は、売上高より売上原価、販売費及び一般管理費を差し引いたものである。 

３．識別可能資産は、それぞれのセグメントの営業活動に使用されているものである。 

全社資産は、主として、全社共通の目的で保有している現金及び現金同等物、市場性ある投資有価証券で構

成されている。 

  
日本 

（百万円） 
米州 

（百万円） 
欧州 

（百万円） 
その他の地域
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及びセグメント利益               

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 327,068 169,317 84,708 102,883 683,976 － 683,976 

(2）セグメント間の内部売上高 121,991 12,268 9,506 5,967 149,732 △ 149,732 － 

計 449,059 181,585 94,214 108,850 833,708 △ 149,732 683,976 

セグメント利益 25,428 11,860 4,522 7,808 49,618 △  3,449 46,169 

Ⅱ 資産 1,001,586 321,969 109,570 135,365 1,568,490 △ 178,365 1,390,125 

  
日本 

（百万円） 
米州 

（百万円） 
欧州 

（百万円） 
その他の地域
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及びセグメント利益               

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 352,370 222,150 104,743 130,446 809,709 － 809,709 

(2）セグメント間の内部売上高 150,480 11,558 13,259 10,158 185,455  △ 185,455 － 

計 502,850 233,708 118,002 140,604 995,164  △ 185,455 809,709 

セグメント利益 37,121 22,911 8,065 12,285 80,382  △   683 79,699 

Ⅱ 資産 991,483 371,947 128,184 164,788 1,656,402  △ 123,424 1,532,978 

  
日本 

（百万円） 
米州 

（百万円） 
欧州 

（百万円） 
その他の地域
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及びセグメント利益               

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 687,925 360,080 178,997 207,786 1,434,788 － 1,434,788 

(2）セグメント間の内部売上高 252,636 23,111 21,787 13,681 311,215 △ 311,215 － 

計 940,561 383,191 200,784 221,467 1,746,003  △ 311,215 1,434,788 

セグメント利益 57,725 24,713 11,964 13,456 107,858  △  5,935 101,923 

Ⅱ 資産 1,014,317 340,270 125,891 142,897 1,623,375 △ 174,307 1,449,068 



【海外売上高】 

平成16年度中間期 

平成17年度中間期 

平成16年度 

 （注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域への外部顧客に対する売上高である。 

２．地域は、地理的近接度により区分している。 

３．各区分に属する主地域の内訳は次のとおりである。 

(1）米州…北米、中南米 

(2）欧州…独国、英国、CIS 

(3）その他…中国、豪州、東南アジア 

13．重要な後発事象 

 重要な設備投資計画の決定 

 当社は、平成17年10月14日開催の取締役会において、次のとおり設備投資を行うことを決議した。 

(1）設備投資の目的 

 大型機械の需要拡大に対応した生産能力向上のため。 

(2）設備投資の内容 

 下記２拠点に、総投資額約300億円で新工場を建設する。 

(3）設備の導入時期 

 （着工予定）当連結会計年度下期 

 （完成予定）平成19年１月 

(4）当該設備投資の効果 

 大型機械の生産能力向上に加え、港湾隣接地に建設することにより、陸上輸送コストの低減、地球温暖化の

要因となるCO２の削減が期待できる。 

  米州 欧州 その他 合計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 171,344 95,953 175,178 442,475 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 683,976 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の

割合（％） 
25.1 14.0 25.6 64.7 

  米州 欧州 その他 合計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 225,500 114,272 220,162 559,934 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 809,709 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の

割合（％） 
27.8 14.1 27.2 69.1 

  米州 欧州 その他 合計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 359,572 203,581 350,500 913,653 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 1,434,788 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の

割合（％） 
25.1 14.2 24.4 63.7 

場所 面積（万㎡） 

石川県 
金沢港隣接地 

13 

茨城県 
常陸那珂港隣接地 

19 



14．中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法について 

 当社の中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法は、米国で一般に公正妥当と認められている会計基準に準拠

している。 

 わが国の連結財務諸表原則及び中間連結財務諸表規則に準拠して作成する場合との主な相違点は次のとおりであ

り、その相違点に係わる法人税等、少数株主損益及び持分法投資損益調整前中間（当期）利益に対する主な影響額

は（ ）で示されている。 

① 中間連結財務諸表の構成について 

 わが国の中間連結財務諸表は、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書、中間連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記で構成されているが、米国の会計基準による連結財務諸表は、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結資本及び剰余金計算書（その他の包括利益（△損失）累計額を含む）、連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び注記から構成されている。当該米国の会計基準に基づき、当社の中間連結財務諸表は、中

間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結資本及び剰余金計算書（その他の包括利益（△損失）累計額

を含む）、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記で構成している。 

② 連結対象範囲について 

 わが国の連結財務諸表は、実質支配力・影響力基準により連結対象範囲の判断を行っているが、米国の会計基

準による連結財務諸表は、議決権により判定を行う持株基準及び解釈指針第46号改「変動持分事業体の連結」に

従い、連結対象範囲の判断を行っている。（注記１．参照） 

 なお、当社における範囲の相違による影響は軽微である。 

③ 表示の方法について 

ａ．損益計算書の様式 

わが国の損益計算書は、売上総利益・営業利益・経常利益を段階的に求める方式（マルティプル・ステップ

方式）によっているが、米国では総収益から総原価を控除する方式（シングル・ステップ方式）が認められ

ているので、この方式により表示している。 

ｂ．特別損益について 

わが国では固定資産売却損益等は特別損益として表示されるが、当社のそれらの項目は米国の会計基準のも

とで特別損益として表示すべき項目に該当するものではないので、当中間連結財務諸表では特別損益の表示

はない。 

ｃ．利益準備金の表示 

わが国では、利益準備金はその他の剰余金とあわせて利益剰余金として記載されるが、当中間連結財務諸表

では米国会計基準に従い、別建表示している。 

ｄ．持分法投資損益 

わが国では持分法投資損益は投資に係る損益であるため営業外損益に記載されるが、当中間連結財務諸表で

は米国会計基準に従い、法人税等、少数株主損益及び持分法投資損益調整前中間（当期）利益の下に表示し

ている。 

④ 会計処理基準について 

ａ．割賦販売繰延利益（491百万円損） 

わが国では割賦販売に係る利益の繰延は認められているが、当中間連結財務諸表では米国の会計基準に従

い、販売時に利益を認識し、割賦販売利益の繰延処理は行っていない。 

ｂ．新株発行費 

わが国では新株発行費は損益取引として発生時に費用処理が認められているが、当中間連結財務諸表では米

国の会計基準に従い、資本取引に伴う費用として資本剰余金の控除項目として処理している。なお、当中間

連結会計期間では、該当するものはない。 

ｃ．役員賞与（445百万円損） 

わが国では役員賞与は利益処分項目とすることも認められているが、当中間連結財務諸表では米国の会計基

準に従い、販売費及び一般管理費として費用処理している。 



ｄ．退職給付費用（204百万円益） 

わが国では米国の会計基準と同様の年金数理計算（予測単位積増方式）により、予測給付債務を計算し、年

金費用（純額）を計上するが、米国の会計基準である財務基準書第87号では、未認識純損失の償却方法とし

て回廊アプローチを採用している。年金以外の退職給付については、会社への従業員の用役提供に伴い費用

を計上している。（注記１．参照） 

ｅ．リース会計（113百万円損） 

わが国ではリース物件の所有権が借手又は貸手に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に準じて会計処理を行うことができるが、米国の会計基準に従い、一定の

条件に該当する賃借資産は、キャピタルリースとして固定資産に計上し、主にフォークリフトの賃貸につい

ては販売型リースとしてリース開始時に売上計上している。 

ｆ．企業結合及び営業権（1,094百万円益） 

わが国では営業権を一定期間で償却することが求められているが、米国の会計基準である財務基準書第142

号では、営業権の償却を中止し、代わりに各年度の減損テストの実施を要求している。また耐用年数を認識

できない無形資産についても償却を行わず、減損テストを行うことを要求している。 

(2）【その他】 

 該当事項なし。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日現在） 
当中間会計期間末 

（平成17年９月30日現在） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日現在） 

区分 
注記
番号

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金  33,940 59,493 67,413   

２．受取手形  4,445 3,984 3,804   

３．売掛金  145,435 157,370 146,927   

４．関係会社社債（１年以内償
還） 

 － 500 500   

５．たな卸資産 ※２ 53,677 61,105 51,104   

６．短期貸付金  63,898 74,035 50,639   

７．その他  35,525 49,760 45,141   

貸倒引当金  △  698 △  940 △  835   

流動資産合計    336,224 43.8 405,309 48.7   364,695 46.9

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産 ※１       

建物  37,234 38,262 37,358   

機械装置  25,287 30,330 27,809   

土地 ※２ 33,463 31,024 33,176   

その他  14,408 15,323 15,120   

有形固定資産合計  110,393 114,942 113,465   

２．無形固定資産  9,254 8,254 8,735   

３．投資その他の資産        

投資有価証券  289,848 310,547 294,341   

繰延税金資産  41,744 1,866 21,766   

その他  35,712 33,289 34,698   

貸倒引当金  △  6,380 △ 4,945 △ 6,475   

投資評価引当金  △ 49,384 △ 37,653 △ 53,931   

投資その他の資産合計  311,540 303,105 290,400   

固定資産合計    431,188 56.2 426,302 51.3   412,602 53.1

資産合計    767,412 100.0 831,611 100.0   777,297 100.0 

         

 



   
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日現在） 
当中間会計期間末 

（平成17年９月30日現在） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日現在） 

区分 
注記
番号

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形  1,366 304 392   

２．買掛金  96,970 125,673 102,475   

３．短期借入金  4,000 2,719 4,000   

４．社債（１年以内償還）  － 35,000 35,000   

５．割賦販売利益繰延金  628 148 348   

６．賞与引当金  4,246 5,985 5,358   

７．製品保証引当金  5,799 7,422 6,572   

８．その他  45,715 57,597 40,642   

流動負債合計    158,726 20.7 234,850 28.2   194,790 25.1

Ⅱ 固定負債        

１．社債  65,000 30,000 30,000   

２．長期借入金  63,000 60,622 63,000   

３．退職給付引当金  13,236 14,537 13,931   

４．役員退職慰労引当金  943 633 1,011   

５．その他  460 888 888   

固定負債合計    142,640 18.6 106,682 12.8   108,832 14.0

負債合計    301,366 39.3 341,533 41.1   303,622 39.1

         

（資本の部）        

Ⅰ 資本金    70,120 9.1 70,120 8.4   70,120 9.0

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  140,140 140,140 140,140   

２．その他資本剰余金  83 496 117   

資本剰余金合計    140,223 18.3 140,636 16.9   140,257 18.0

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  18,029 18,036 18,036   

２．任意積立金  194,835 197,658 194,835   

３．中間（当期）未処分利益  30,878 40,326 35,219   

利益剰余金合計    243,743 31.8 256,021 30.8   248,091 31.9

Ⅳ その他有価証券評価差額金    16,006 2.1 27,287 3.3   19,235 2.5

Ⅴ 自己株式    △  4,047 △  0.5 △ 3,987 △ 0.5   △ 4,029 △ 0.5

資本合計    466,046 60.7 490,078 58.9   473,675 60.9

負債・資本合計    767,412 100.0 831,611 100.0   777,297 100.0 

         



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額 
（百万円） 

百分比 
（％） 

金額 
（百万円） 

百分比 
（％） 

金額 
（百万円） 

百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高    246,001 100.0 290,966 100.0   523,592 100.0 

Ⅱ 売上原価    190,875 77.6 225,195 77.4   407,260 77.8

割賦販売利益繰延調整前売
上総利益 

   55,126 22.4 65,770 22.6   116,332 22.2

Ⅲ 割賦販売利益繰延調整額    △  348 △ 0.1 △  199 △ 0.1   △  628 △ 0.1

売上総利益    55,474 22.6 65,970 22.7   116,961 22.3

Ⅳ 販売費及び一般管理費    41,605 16.9 43,483 14.9   86,939 16.6

営業利益    13,869 5.6 22,487 7.7   30,021 5.7

Ⅴ 営業外収益        

１．受取利息  574 620 1,142   

２．その他の営業外収益  8,716 9,290 3.8 7,817 8,437 2.9 12,073 13,215 2.5

Ⅵ 営業外費用        

１．支払利息  258 252 510   

２．その他の営業外費用  4,983 5,241 2.1 6,127 6,379 2.2 9,309 9,819 1.9

経常利益    17,917 7.3 24,544 8.4   33,417 6.4

Ⅶ 特別利益        

１．土地売却益  8,541 － 8,676   

２．投資有価証券売却益  57 361 67   

３．関係会社株式売却益  68 － 68   

４．投資評価引当金戻入額  － 8,666 3.5 16,542 16,904 5.8 － 8,812 1.7

Ⅷ 特別損失        

１．土地売却損  8 41 76   

２．投資有価証券評価損  133 － 718   

３．投資評価引当金繰入額  5,969 － 10,516   

４．減損損失 ※１ 9,126 4,287 9,126   

５．ＰＣＢ処理費用  － 15,237 6.2 711 5,039 1.7 － 20,437 3.9

税引前中間（当期）純利益    11,346 4.6 36,409 12.5   21,792 4.2

法人税、住民税及び事業税  12,453 8,953 108   

還付外国税額等  － － 1,338   

過年度法人税等戻入額  － － 1,271   

法人税等調整額  △ 9,548 2,904 1.2 13,307 22,261 7.7 7,252 4,750 0.9

中間（当期）純利益    8,441 3.4 14,148 4.9   17,042 3.3

前期繰越利益    22,437 26,178   22,437 

合併による未処分利益受入額 ※２   － －   696 

中間配当額    － －   4,956 

中間（当期）未処分利益    30,878 40,326   35,219 

         



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

…償却原価法（定額法） 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

…   同左 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

…   同左 

  子会社株式及び関連会社株式 

…移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

…   同左 

子会社株式及び関連会社株式 

…   同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…   同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

  時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

時価のないもの 

…   同左 

時価のないもの 

…   同左 

  (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

  (3）たな卸資産 

製品及び商品（除く補給部

品・販売用不動産）・仕掛品

は個別法による低価法、補給

部品は後入先出法による低価

法、販売用不動産は個別法に

よる原価法、部品・原材料・

貯蔵品は総平均法による低価

法である。 

(3）たな卸資産 

同左 

(3）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法により行っている。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  建物     ５～50年 

構築物    ５～60年 

機械装置   ５～17年 

工具器具備品 ２～15年 

    

  (2）無形固定資産 

定額法により行っている。 

ただし、ソフトウェア（自社

利用分）については、社内に

おける利用可能期間（５年）

に基づく定額法によってい

る。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ている。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）投資評価引当金 

国内及び海外の非上場会社へ

の投資に係わる損失に備える

ため、投資先の資産内容及び

所在地国の為替相場の変動等

を勘案して計上している。 

(2）投資評価引当金 

同左 

(2）投資評価引当金 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (3）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与

の当中間会計期間費用負担分

を計上している。この計上額

は支給見込額に基づき算定し

たものである。 

(3）賞与引当金 

同左 

(3）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与

の当期費用負担分を計上して

いる。この計上額は支給見込

額に基づき算定したものであ

る。 

  (4）製品保証引当金 

製品販売後のアフターサービ

ス費用の支出に備えるため、

過去の実績に基づき必要額を

計上している。 

(4）製品保証引当金 

同左 

(4）製品保証引当金 

同左 

  (5）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき当中間会計期間

末において発生していると認

められる額を計上している。 

なお、過去勤務債務は、その

発生事業年度において費用処

理している。 

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理す

ることとしている。 

(5）退職給付引当金 

同左 

(5）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産に基

づき当事業年度末において発

生している額を計上してい

る。 

なお、過去勤務債務は、その

発生事業年度において費用処

理している。 

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理す

ることとしている。 

  (6）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えて、内規に基づく中間期末

要支給額を計上している。 

(6）役員退職慰労引当金 

同左 

(6）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えて、内規に基づく期末要支

給額を計上している。 

４．外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益とし

て処理している。 

同左 外貨建金銭債権債務は期末日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理

している。 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ている。 

同左 同左 

 



会計処理の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用してい

る。なお、為替予約について

は振当処理の要件を満たして

いる場合は振当処理を採用し

ている。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替先物予約 

ヘッジ対象…外貨建債権債務 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

リスク管理方針に基づき、為

替変動リスクをヘッジする。

原則として外貨回収予想額の

一定割合を毎月包括的に予約

している。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ開始から有効性判定時

点までの期間におけるヘッジ

対象及びヘッジ手段の相場変

動を基礎として判断してい

る。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方

式によっている。なお、預り

消費税等と仮払消費税等の中

間期末残高の相殺後の金額

は、流動資産の「その他」に

含めて表示している。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜処

理によっている。 

  (2）中間会計期間に係る法人税、

住民税及び事業税、並びに法

人税等調整額は、当期におい

て予定している利益処分によ

る圧縮記帳積立金の取崩し、

特別償却準備金の取崩し、海

外投資損失準備金の取崩しを

前提として、当中間会計期間

に係る金額を計算している。 

(2）     同左 (2）   ───── 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の減損に係

る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日）及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準

適用指針第６号））を適用しており、これに

より税引前中間純利益が9,126百万円減少し

ている。 

 なお、減損損失額については、改正後の中

間財務諸表等規則に基づき当該各資産の金額

から直接控除している。 

───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会

計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日）及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委

員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用

指針第６号））を適用しており、これにより

税引前当期純利益が9,126百万円減少してい

る。 

 なお、減損損失額については、改正後の財

務諸表等規則に基づき当該各資産の金額から

直接控除している。 

───── （退職給付に係る会計基準の一部改正） 

 当中間会計期間より「退職給付に係る会計

基準の一部改正」（企業会計基準第３号 平

成17年３月16日）及び「退職給付に係る会計

基準の一部改正に関する適用指針」（企業会

計基準適用指針第７号 平成17年３月16日）

を適用している。これにより、経常利益及び

税引前中間純利益がそれぞれ221百万円増加

している。 

───── 



表示方法の変更 

追加情報 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間貸借対照表関係） 

 前中間会計期間において固定資産の投資その他の資産の「その

他」に含めて表示していた「繰延税金資産」については、資産総額

の100分の５超となったため、当中間会計期間より区分掲記してい

る。 

 なお、前中間会計期間における「繰延税金資産」は35,282百万円

である。 

───── 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

退職給付費用 

 当社は平成16年７月１日に退職金制度を、

平成16年８月１日に年金制度を従来の適格退

職年金から確定給付企業年金（キャッシュバ

ランス型）へ改定した。この制度のもとで

は、各従業員の毎年の業績に応じたポイン

ト、市場金利に応じた利息ポイントを基に計

算される金額が積み立てられる。 

 この制度改定により発生した過去勤務債務

224百万円は、当社の会計方針に基づき当中

間会計期間で一括償却している。 

───── 退職給付費用 

 当社は平成16年７月１日に退職金制度を、

平成16年８月１日に年金制度を従来の適格退

職年金から確定給付企業年金（キャッシュバ

ランス型）へ改定した。この制度のもとで

は、各従業員の毎年の業績に応じたポイン

ト、市場金利に応じた利息ポイントを基に計

算される金額が積み立てられる。 

 この制度改定により発生した過去勤務債務

224百万円は、当社の会計方針に基づき当事

業年度で一括償却している。 

項目 
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

１ 有形固定資産減価償却累計額

（※１） 

297,335百万円 300,816百万円 301,497百万円 

２ 偶発債務 

(1）債務保証残高 

      

① 関係会社、協力企業及びユ

ーザーの金融機関借入金に

対する債務保証 

70,414百万円 27,975百万円 68,123百万円 

主な被保証会社 コマツアメリカ㈱ 40,835百万円 

アドバンスト・ 

シリコン・マテ 

リアルズ㈲ 

13,756百万円 

欧州コマツコー 

ディネーション 

センター㈱ 

5,541百万円 

コマツオースト 

ラリア㈱ 
2,937百万円 

コマツハノマー 

グ㈲ 
2,387百万円 

コマツカミンズ 

チリ㈲ 
1,310百万円 

その他11社 3,644百万円 

（計） (70,414百万円)

コマツアメリカ㈱ 12,084百万円 

欧州コマツコー 

ディネーション 

センター㈱ 

7,569百万円 

コマツオースト 

ラリア㈱ 
3,168百万円 

コマツオーストラ

リアコーポレート

ファイナンス㈱ 

1,540百万円 

コマツ物流㈱ 1,327百万円 

その他６社 2,284百万円 

（計） (27,975百万円)

コマツアメリカ㈱ 39,959百万円 

アドバンスト・ 

シリコン・マテ 

リアルズ㈲ 

11,458百万円 

欧州コマツコー 

ディネーション 

センター㈱ 

5,614百万円 

コマツオースト 

ラリア㈱ 
3,055百万円 

コマツハノマー 

グ㈲ 
2,358百万円 

その他11社 5,677百万円 

（計） (68,123百万円)

 



項目 
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

うち外貨建債務保証額 42,387百万円 

(378,288千米ドル)

8,143百万円 

(58,782千ユーロ)

4,004百万円 

(49,071千オーストラリアドル)

710百万円 

(52,941千中国元)

133百万円 

(3,402千ブラジルレアル)

8百万円 

(41千英国ポンド)

2百万円 

(23千チュニジアディナール)

（計） (55,389百万円)

7,569百万円 

(55,000千ユーロ)

4,753百万円 

(54,009千オーストラリアドル)

2,825百万円 

(24,740千ドル)

162百万円 

(3,143千ブラジルレアル)

（計） (15,310百万円)

39,390百万円 

(363,412千米ドル)

8,311百万円 

(59,214千ユーロ)

4,594百万円 

(54,133千オーストラリアドル)

203百万円 

(15,651千中国元)

110百万円 

(2,724千ブラジルレアル)

2百万円 

(23千チュニジアディナール)

（計） (52,612百万円)

② 従業員の金融機関借入金

（住宅資金）に対する債務

保証 

13,861百万円 4,384百万円 4,552百万円 

(2）キープウェル契約による残高       

関係会社の社債及び金融機関

借入金に対するキープウェル

契約 

66,074百万円 62,732百万円 67,337百万円 

対象会社 コマツファイナ

ンスアメリカ㈱ 
50,655百万円 

欧州コマツコー

ディネーション

センター㈱ 

14,651百万円 

オランダコマツ

ファイナンス㈲ 
767百万円 

（計） (66,074百万円)

コマツファイナ

ンスアメリカ㈱
47,256百万円 

欧州コマツコー

ディネーション

センター㈱ 

15,476百万円 

（計） (62,732百万円)

コマツファイナ

ンスアメリカ㈱ 
51,537百万円 

欧州コマツコー

ディネーション

センター㈱ 

15,799百万円 

（計） (67,337百万円)

うち外貨建債務の対象残高 50,655百万円 

(452,079千米ドル)

15,419百万円 

(111,297千ユーロ)

（計） (66,074百万円)

47,256百万円 

(413,837千米ドル)

15,476百万円 

(112,451千ユーロ)

（計） (62,732百万円)

51,537百万円 

(475,483千米ドル)

15,799百万円 

(112,556千ユーロ)

（計） (67,337百万円)

(3）譲渡済割賦債権の買戻限度額 132百万円 252百万円 280百万円 

    
３ 土地からたな卸資産（販売用不

動産）への振替 

（※２） 

───── ───── 有形固定資産に計上していた

土地のうち、44百万円につい

ては、次期より販売用不動産

として活用することとしたた

め、当事業年度において製品

及び商品に振替えた。 

４ 貸出コミットメント 運転資金の効率的な調達を行

うため金融機関とコミットメ

ント契約を締結している。こ

の契約に基づく当中間会計期

間末の借入未実行残高は 

33,615百万円である。 

運転資金の効率的な調達を行

うため金融機関とコミットメ

ント契約を締結している。こ

の契約に基づく当中間会計期

間末の借入未実行残高は

34,257百万円である。 

運転資金の効率的な調達を行

うため金融機関とコミットメ

ント契約を締結している。こ

の契約に基づく当事業年度末

の借入未実行残高は32,517百

万円である。 



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 減価償却実施額       

有形固定資産 5,475百万円 6,280百万円 11,957百万円 

無形固定資産 1,579百万円 1,607百万円 3,093百万円 

２ 減損損失（※１） 当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損

損失を計上した。 

当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損

損失を計上した。 

当事業年度において、当社は以下

の資産グループについて減損損失

を計上した。 

 
用途 種類 地域 

減損損失 
（百万円） 

遊休
資産 

土地等 
中部
地方 

6,141

遊休
資産 

土地 
九州
地方 

2,430

遊休
資産 

土地 
関東
地方
他 

554

用途 種類 地域
減損損失 
（百万円） 

賃貸 土地 
近畿
地方

2,600 

遊休
資産

土地 
中部
地方
他 

1,686 

用途 種類 地域 
減損損失 
（百万円） 

遊休
資産

土地等 
中部
地方 

6,141

遊休
資産

土地 
九州
地方 

2,430

遊休
資産

土地 
関東
地方
他 

554

 当社の資産グループは、遊休資産

においては個別単位で、事業資産

においては管理会計上の区分ごと

にグルーピングしている。このグ

ルーピングに基づき、固定資産の

減損を検討した結果、近年の地価

下落傾向の中、帳簿価額に対し時

価が著しく下落している遊休資産

（主に土地）について帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（9,126百万円）と

して特別損失に計上した。 

なお、回収可能価額は市場価額を

反映していると考えられる固定資

産税評価額を適用し、評価してい

る。 

当社の資産グループは、遊休資産

においては個別単位で、事業資産

においては管理会計上の区分ごと

にグルーピングしている。このグ

ルーピングに基づき、固定資産の

減損を検討した結果、帳簿価額に

対し時価が下落している資産につ

いて帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失

（4,287百万円）として特別損失に

計上した。 

なお、回収可能価額は市場価額を

反映していると考えられる固定資

産税評価額等を適用し、評価して

いる。 

当社の資産グループは、遊休資産

においては個別単位で、事業資産

においては管理会計上の区分ごと

にグルーピングしている。このグ

ルーピングに基づき、固定資産の

減損を検討した結果、近年の地価

下落傾向の中、帳簿価額に対し時

価が著しく下落している遊休資産

（主に土地）について帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（9,126百万円）と

して特別損失に計上した。 

なお、回収可能価額は市場価額を

反映していると考えられる固定資

産税評価額を適用し、評価してい

る。 

３ 合併による未処分利益受

入額（※２） 
───── ───── 当社は連結子会社である小松建物

㈱を平成16年10月１日に吸収合併

しており、これに伴い受入れた未

処分利益である。 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 

(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 

(百万円) 

工具器具備品 5,110 2,189 2,920 

その他 1,806 354 1,451 

合計 6,916 2,544 4,372 

  

取得価
額相当
額 

(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 

(百万円)

工具器具備品 5,849 2,345 3,503

その他 4,248 662 3,586

合計 10,098 3,008 7,089

取得価
額相当
額 

(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 

(百万円)

工具器具備品 5,302 2,364 2,938

その他 2,554 468 2,086

合計 7,857 2,833 5,024

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,270百万円

１年超 3,168百万円

合計 4,438百万円

１年内 1,628百万円

１年超 5,555百万円

合計 7,183百万円

１年内 1,395百万円

１年超 3,701百万円

合計 5,096百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 711百万円

減価償却費相当額 665百万円

支払利息相当額 51百万円

支払リース料 846百万円

減価償却費相当額 819百万円

支払利息相当額 68百万円

支払リース料 1,396百万円

減価償却費相当額 1,316百万円

支払利息相当額 105百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっている。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額の差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によって

いる。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

（前中間会計期間） 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

（当中間会計期間） 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

（前事業年度） 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  前中間会計期間末（平成16年９月30日） 

  
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 15,024 28,249 13,225 

関連会社株式 － － － 

合計 15,024 28,249 13,225 

  当中間会計期間末（平成17年９月30日） 

  
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 15,024 35,196 20,172 

関連会社株式 － － － 

合計 15,024 35,196 20,172 

  前事業年度（平成17年３月31日） 

  
貸借対照表計上額 
（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 15,024 31,873 16,848 

関連会社株式 － － － 

合計 15,024 31,873 16,848 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、次のとおりである。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 470.15円

１株当たり中間純利益 8.51円

潜在株式調整後１株当たり中

間純利益 
8.48円

１株当たり純資産額 493.73円

１株当たり中間純利益 14.26円

潜在株式調整後１株当たり中

間純利益 
14.17円

１株当たり純資産額 477.50円

１株当たり当期純利益 16.91円

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益 
16.84円

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益（百万円） 8,441 14,148 17,042 

普通株主に帰属しない金額 － － 270 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (270) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
8,441 14,148 16,772 

期中平均株式数（千株） 992,006 992,145 991,662 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額 
      

中間（当期）純利益調整額（百万円） △3 △7 △4 

（うち支払利息（税額相当額控除後）） (－) (－) (－) 

（うち事務手数料（税額相当額控除後）） (△3) (△7) (△4) 

普通株式増加数（千株） 2,838 5,941 4,281 

（うち転換社債） (－) (－) (－) 

（うち新株予約権） (2,838) (5,941) (4,281) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間（当期）純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

新株予約権（新株予約権の

数1,430個）及びストック・

オプション制度に基づき取

得した自己株式（普通株式

4,830,000株）。 

───── ストック・オプション制度

に基づき取得した自己株式

（普通株式3,280,000株）。 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── １．重要な設備投資計画の決定 

 当社は、平成17年10月14日開催の取締役会に

おいて、次のとおり設備投資を行うことを決議

した。 

────── 

  (1）設備投資の目的 

 大型機械の需要拡大に対応した生産能力向上

のため。 

  

  (2）設備投資の内容 

 下記２拠点に、総投資額約300億円で新工場

を建設する。 

  

  
場所 

面積 
（万㎡） 

石川県 
金沢港隣接地 

13 

茨城県 
常陸那珂港隣接地

19 

  

  (3）設備の導入時期 

（着工予定）当事業年度下期 

（完成予定）平成19年１月 

  

  (4）当該設備投資の効果 

 大型機械の生産能力向上に加え、港湾隣接地

に建設することにより、陸上輸送コストの低

減、地球温暖化の要因となるCO２の削減が期待

できる。 

  



(2）【その他】 

平成17年11月１日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議した。 

(イ）中間配当による配当金の総額………………………7,940百万円 

(ロ）１株当たりの金額……………………………………８円０銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……………平成17年12月２日 

 （注）  当社定款第41条の規定に基づき、平成17年９月30日現在の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は

記録された株主又は質権者に対し中間配当金を支払う。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類   

事業年度（第136期）(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)平成17年６月27日関東財務局長に提出。

(2) 有価証券届出書（ストック・オプションとしての新株予約権の募集）及びその添付書類 

  平成17年６月27日関東財務局長に提出。

(3) 有価証券届出書の訂正届出書   

平成17年６月27日に提出した有価証券届出書の訂正届出書である。 平成17年８月１日関東財務局長に提出。

 
 

(4) 訂正発行登録書 平成17年６月27日関東財務局長に提出。

平成17年12月15日関東財務局長に提出。

(5) 自己株券買付状況報告書   

（自 平成17年３月１日 至 平成17年３月31日） 

（自 平成17年４月１日 至 平成17年４月30日） 

（自 平成17年５月１日 至 平成17年５月31日） 

（自 平成17年６月１日 至 平成17年６月24日） 

（自 平成17年６月24日 至 平成17年６月30日） 

（自 平成17年７月１日 至 平成17年７月31日） 

（自 平成17年８月１日 至 平成17年８月31日） 

（自 平成17年９月１日 至 平成17年９月30日） 

（自 平成17年10月１日 至 平成17年10月31日） 

（自 平成17年11月１日 至 平成17年11月30日） 

平成17年４月13日関東財務局長に提出。

平成17年５月16日関東財務局長に提出。

平成17年６月10日関東財務局長に提出。

平成17年７月13日関東財務局長に提出。

平成17年７月13日関東財務局長に提出。

平成17年８月10日関東財務局長に提出。

平成17年９月14日関東財務局長に提出。

平成17年10月７日関東財務局長に提出。

平成17年11月10日関東財務局長に提出。

平成17年12月９日関東財務局長に提出。



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項なし。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成17年12月15日

株式会社小松製作所   

  取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木 輝夫   印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山本 美晃   印

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社小松製作所の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで）に係る組替再表示後中間連結財務諸表（中間連結財務諸表に関する注記１⑲参照）、すなわち、

中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結資本及び剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（中間連結財務

諸表に関する注記１参照）に準拠して、株式会社小松製作所及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 当監査法人は、会社に対し、監査証明との同時提供が認められる公認会計士法第２条第２項の業務を継続的に行ってい

る。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表

に添付する形で別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成17年12月15日

株式会社小松製作所   

  取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木 輝夫   印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山本 美晃   印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 岡野 隆樹   印

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社小松製作所の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結資本

及び剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（中間連結財務

諸表に関する注記１参照）に準拠して、株式会社小松製作所及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 当監査法人は、会社に対し、監査証明との同時提供が認められる公認会計士法第２条第２項の業務を継続的に行ってい

る。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表

に添付する形で別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成16年12月16日

株式会社小松製作所   

  取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木 輝夫   印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山本 美晃   印

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社小松製作所の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第136期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社小松製作所の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中

間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 当監査法人は、会社に対し、監査証明との同時提供が認められる公認会計士法第２条第２項の業務を継続的に行ってい

る。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添

付する形で別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成17年12月15日

株式会社小松製作所   

  取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木 輝夫   印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山本 美晃   印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 岡野 隆樹   印

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社小松製作所の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第137期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社小松製作所の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 当監査法人は、会社に対し、監査証明との同時提供が認められる公認会計士法第２条第２項の業務を継続的に行ってい

る。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添

付する形で別途保管している。 
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